	No
	部門
	専門技術分野
	優秀作品
	作　品　名
	会　社　名
	作　品

	1
	調査
	鋼構造・コンクリート
	
	新技術等を活用した特殊な橋梁点検
	昭和設計㈱
	


	2
	測量
	防災・減災
	○
	熱海市伊豆山土石流発災時のＵＡＶを用いた計測および解析作業
	㈱東日
	


	3
	設計
	道路
	○
	自転車通行空間設計の円滑な業務推進について
	㈱フジヤマ
	


	4
	調査
	建設環境
	
	外来種問題からネイチャーポジティブの社会実現を考える
	㈱フジヤマ
	


	5
	補償
	その他
	
	デジタル技術を活用した用地調査について
	㈱フジヤマ
	


	6
	測量
	河川
	○
	レッドレーザを用いた河川計測
	㈱フジヤマ
	


	7
	計画
	河川、砂防及び海岸海洋
	
	３次元流れに関する解析方法の試み
	㈱フジヤマ
	



	8
	測量
	防災・減災
	○
	空間情報技術を活用した浸水実績調査のＤＸ
	㈱フジヤマ
	


	9
	設計
	鋼構造・コンクリート
	○
	橋梁全体の耐震性向上による, 対策困難橋脚の補強対策
	㈱フジヤマ
	
 

	10
	設計
	トンネル
	
	吹付モルタルの劣化が進む狭隘トンネルの対策工法及び施工計画検討
	㈱フジヤマ
	


	11
	設計
	河川、砂防及び海岸海洋
	
	市街化区域の硬質砂礫地盤に応じた護岸設計
	不二総合コンサルタント㈱
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 はじめに 


1-1. 背 景 


自転車は、買物・通学・通勤等の用途に加え、近年


では混雑回避、健康増進、環境保全等の効果からも関


心が高まっている。今後は、自動車の運転に不安を抱


く高齢者や、災害時の移動手段として、さらなる需要の


高まりが想定されている。一方で課題も多く、交通事故


全体に占める自転車関連事故の割合は増加しており、


安全性向上は喫緊の課題である。 


こうした背景から、国では平成 28年に「安全で快適


な自転車利用環境創出ガイドライン（国土交通省道路


局・・警察庁交通局）」・（以下、ガイドライン）が改訂され、 


また平成29年には「自転車活用推進法」が施行された。 


本稿では、令和4年度に実施した「自転車通行空間


設計業務」における、①公安協議での課題箇所におい


て、ガイドラインを遵守しつつ、地域の実情や安全


性・経済性に配慮した対策案の検討と、②MMS・（ 


ービル・マッピング・システム）を活用した業務の効率


化について紹介する。 


1-2. 業務概要  


本業務は、春日井市における 4路線の自転車通


行空間設計を実施したものである。 


 
図- 1 業務位置図（出典：国土地理院淡色地図） 


 業務推進における課題 


2-1. 春日井市自転車活用推進計画の現状 


春日井市では、令和 3年度から令和 12年度までの


10年間を対象として、「春日井市自転車活用推進計画」


を策定している。 


計画内の施策として、自転車利用の集中が想定さ


れるエリア、安全確保が必要な区間等の優先的な整


備対象を定め、自転車ネットワークの整備を進めて


いる。しかしながら、既存整備区間を除く合計 87km


の計画に対し、令和4年度時点で整備済路線が2.6km


に留まっており、早急な整備が求められている。 


 
図- 2 春日井市の自転車ネットワーク整備状況 


 


2-2. 地域の実情に即した対策 


自転車通行空間整備の基準は、ガイドラインが主


となるが、詳細な基準が示されていない部分も多く、
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自治体により様々な仕様で運用されている。 


そのため、自転車通行空間の設計業務に際しては、


ガイドラインを遵守しつつ、地域の実情に即した対


策の提案が求められる。 


2-3. 安全性と経済性に配慮した対策 


道路幅員が狭く、十分な自転車通行空間の確保が


困難な道路では、都市型街渠への変更や歩道の改


修により、自転車通行空間を確保する等の対策が望


ましい。しかし、車道混在（矢羽根型路面表示）整


備と比較すると、大幅に費用・施工期間を要する


ため、自転車通行空間整備の遅廷要因となっている。 


このため、設計に際しては、安全性と経済性に


配慮した対策案の検討が求められる。安全性の面


からは、車両と自転車の空間を分離させる、自転車


道または自転車通行帯での整備が望まれている。


一方で、経済性の面から、車両と自転車の通行空


間を混在とする、車道混在（矢羽根型路面表示）に


よる暫定形態整備も認められている。 


  


 


図- 3 自転車通行空間の整備形態 


 業務上の特筆点 


3-1. 公安協議における論点 


公安協議では、道路幅員や自転車動線が変化す


る箇所について協議・検討を行った。 


以下に、主な事例を示す。 


(1) 路面標示の設置基準の統一 


路面標示「右左折の方法（111）」は、車両左


折時の自転車の巻き込みを防ぐ為、自転車通行帯


のある交差点に設置する。 


しかし、狭隘道路との交差点では、車両の通行範


囲が狭くなり対向車との接触の恐れがあるため非


設置とされている。 


一方で、路面標示の設置・非設置が混在すると


利用者の混乱を招くことが想定されるため、設置


基準の統一が必要である。 


本業務では、車両軌跡図を用いた路面標示の設置


可否検討や、複数回に渡る公安協議を重ね、「中央線


の無い道路との交差点は標示を設置しない」「同一


交差点内に、一箇所でも設置不可の箇所がある場合


は、交差点内全ての標示を設置しない」という統一


基準を策定した。 


 
図- 4 車両軌跡による路面標示の検討 


(2) 1.5 車線運用区間における通行帯検討  


一部の交差点では、現況として右折車線と直進


車線を 1.5車線区間で運用している。 


この区間は路肩幅員が狭くなっており、排水施


設の変更・歩道幅員を縮小しても自転車専用通行


帯の幅員が確保できない状態であった。 


このため、下記 2案を作成し協議を行った。 


① 車道幅員を縮小し自転車専用通行帯を整備 


：自転車利用者の安全性・わかりやすさを重視 


② 現況の車道幅員を維持し車道混在整備 


（矢羽根型路面表示）：車両の円滑性を確保 


協議の結果、当該箇所は右折車両が多い為、「② 


現況の車道幅員を維持し車道混在整備」となった。  


 さらに、自転車の安全性への配慮として、排水


施設の変更と歩道幅員の縮小をした上で、矢羽根


型路面表示の幅員を通常の 750mmから 1,000mm


へと拡大しゆとりのある設計とした。 


 


図- 5 車道幅員を維持した幅員構成 


自転車専用通行帯 


路面標示  


「右左折の方法（111）」 


自転車道  車道混在  
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(3) 右折自転車の待機場所の確保 


自転車の車道通行において、交差点右折時は二段


階右折が必要となる。右折時の待機場所として、滞


留スペースの設置が望ましいとされている。本業務


では整備路線の市道112 号線と市道118 号線が接


続する T 字交差点で検討した。


 


図- 6 二段階右折する自転車や原付の滞留スペース検討 


 


交通量や自転車の動線、撤去・移設が必要であ


る構造物などから、設置位置や形状を検討した。 


また、交差点の現状や歩車分離式の信号現示から、


直進する自転車と右左折車両との接触が懸念された


ため、車両への注意喚起標識を設置した。 


 
図- 7 右左折車両への注意喚起標識検討 


 


(4) 自転車横断帯の撤去に伴う交差点のコンパクト化 


自転車通行空間の整備に伴い、横断歩道の自転


車横断帯が不要となる。撤去に伴い、横断歩道、


停止線の設置位置を見直し、交差点のコンパクト


化を図った。 


交差点のコンパクト化により、事故減少効果が期


待できるが、横断歩道と歩行者用信号の距離が離れ


る場合は、信号機のアームの変更や移設が必要となる。 


 


図- 8 自転車横断帯の撤去に伴う交差点コンパクト化 


 


3-2. MMSの活用による設計作業の効率化 


本業務において協議等を円滑に進行するために、


現地状況に即した資料の迅速な作成が求められた


ため、MMSの活用を提案し効率化を図った。 


(1) 点群データを用いた平面図・横断図作成 


平面図は、道路台帳図を基に、MMSで取得した点


群データから、路面表示・・排水施設を反映し作成した。 


横断図は、横断方向の点群データから断面を取得


し作成した。これにより、作成時間の短縮に加え、


追加の横断図が必要な際も再測不要で対応できた。 


点群オルソ画像と道路台帳図


を重畳させ路面表示を図化 


 


MMS データから図化した路面表


示と道路台帳図を統合 


 


図-9 点群データを用いた平面図作成 


(2) MMS カメラデータを用いた街渠桝調査 


発注者から、街渠桝の蓋を自転車が通行する際


に滑りにくいものに交換する為の数量調査の依頼


を受けて、街渠桝調査を実施した。 


注意喚起標識 
の設置 


注意喚起標識 


   ：現況  


   ：計画  


青線:道路台帳図 


白線:路面表示 
(MMSデータより取得) 
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調査ではMMSで取得したカメラ画像を用いて、街渠


桝の形状・数量の集計を行い、街渠桝位置図を作成した。 


調査にあたっては、各街渠桝が認識可能な画像を


得るために、主としてMMSの左前方カメラの画像を


使用した。 


計測時の画像取得間隔の設定は1枚／2mとすること


で、各街渠桝を十分に認識できる距離で撮影すること


ができた。路上駐車等で画像取得できない箇所について


は、反対車線走行時の右前方カメラデータで補完した。 


徒歩での現地調査と比較した場合、大幅な調査時間


の削減や写真の撮り忘れ等による手戻り防止の効果が


あった。 


図面だけを使用した調査では数量のみの調査とな


るが、本調査では MMS のカメラ画像より外観の確


認・記録が可能となり品質向上にも繋がった。 


 


図- 10 MMS カメラ部分 


 


図- 12 MMS 画像による街渠桝位置図 


 
現地調査（徒歩） MMS データを使用 図面から数量計上 


延 長 7.3km 


現地調査日数 2 日 
0 日 


（MMS データを利用） 


0 日 


（現況平面図を利用） 


調査内容 数量・外観 数量・外観 数量のみ 


図- 13 調査手法の比較表 


 おわりに 


4-1. 総括 


本業務で特に時間を要した点は、整備計画案作成


後の発注者並びに公安委員会との協議である。 


要因は、ガイドラインに詳細な記載がなく、道路


管理者の裁量に委ねられる項目について、ガイドライ


ンとのすり合わせに多くの時間を要したことである。


今後、ガイドラインに掲載されていない整備手法をデ


ータ化し蓄積するとともに、ブラッシュアップを繰り返


すことで、協議に要する時間の短縮が期待できる。 


MMSデータの活用は効率の良い成果物作成に有


効であった。今回のような図化や調査に限らず標識・


信号機の移設位置検討などへの活用も期待できる。 


4-2. 今後の課題・展望 


自転車通行空間の整備は、現況の道路幅員や整


備後の安全性確保、経済性での制約が多く、整備が


難航する路線が多いと予想される。 


対象路線の位置付けや現地状況、利用者のニーズ


を十分に把握し、受発注者間で道路、ひいては街の


目指す姿を明確にし、共有することが重要である。 


今後は、CIMデータを活用した検討や協議資料の


作成により、合意形成のさらなるスピードアップも模


索していきたい。 


 
図- 14 整備された自転車専用通行帯 
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１．はじめに 


今年、生物多様性国家戦略 2023-2030 が閣議決


定され、30by30 目標など 2030 年に向けてのロード


マップが示された。「環境を維持する」という従来


の発想から大きく踏み込んで、自然資本を回復、有


効活用していくという「ネイチャーポジティブ（自


然再興）」の考えが前面に出されており、環境に対


する社会的関心はますます高まっている。そのよ


うな中、これまで建設事業における環境配慮事例


としては、天然記念物や希少野生動植物種など希


少種の保全にフォーカスされた対策が中心となっ


ている。これは、ある特定の希少種を保全すること


でその他の一般種（いわゆる典型種）も包括的に保


全される、という指標的な面もあり、一概に否定さ


れるものではない。しかし昨今、希少種の保全が中


心である環境配慮において、新たな観点として実


施事例が増えているのが外来種対策である。 


まず、なぜ外来種が問題なのか、環境省では以下


3 点の影響を指摘している。 


 


 


 


 


 


 


 


これらの影響を低減させるため、2015 年に環境


省と農林水産省、国土交通省は、共同で外来種被害


防止計画を公表した。3 省にまたがる共同での発表


が示すとおり、外来種問題は我々の生活基盤を脅


かす重大な問題である。安心・安全な社会形成に寄


与し、環境の保全創出に関わる建設コンサルタン


トとしても、課題解決に向け重点的に取り組むべ


き問題と考える。 


外来種問題は、生態系や自然環境の複雑さに伴


う防除の技術的難しさがあるが、それだけではな


く、さまざまな要因が影響している社会的な問題


と捉えることができる。本稿では、ただでさえ解決


が難しい外来種問題を、より複雑にしている 3 つ


の要因を抽出し、建コン業界で取り組むべき課題


を考察した。 


 


２．外来種問題をより複雑にしている 3つの要因 


2-1 遺伝的かく乱 


（ドジョウ類） 


ドジョウは古くから一般にも馴染みのある魚で


あるが、メダカやナマズと同様、河川や水路の改修、


圃場整備などによる生息地の減少、農薬や家庭排


水などの影響による水質悪化等により、本種の個


体群は減少しつつある。一方、食用・観賞用・釣餌


用・魚餌用など多くの用途で外国産のカラドジョ


ウが全国的に蔓延しており、在来ドジョウとの競


合が懸念されている。さらに問題となっているの
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★人の健康に対する被害 


ｶﾐﾂｷｶﾞﾒ，ﾋｱﾘ，ｾｱｶｺﾞｹｸﾞﾓ など 


★農業被害 
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様式 2 


は「ドジョウ」のなかにも大きく 3 つの遺伝的系統


が存在し、その中には中国大陸からの外来系統も


含まれている。 


関東平野にある農業用排水路では、魚類の保全


対策検討のため、生息するドジョウ類のミトコン


ドリア DNA 解析を行っている。その水系では、カラ


ドジョウと大陸系統ドジョウ、国内広域分布ドジ


ョウの 3 種類が確認された。 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


図-１ ドジョウ分子系統樹 
出典：ミトコンドリア DNA によるドジョウの遺伝子特


性（小出水ほか,2009） 


 


以上の結果から、ここでは希少種であるドジョ


ウの保全対策と、形態的に識別可能なカラドジョ


ウについては、できる限りの拡散防止策と駆除の


実施が提案されている。なお、大陸系統のドジョウ


については、まさにその遺伝的かく乱が懸念され


るところであるが、生態系に及ぼす影響は明らか


ではなく、研究の進展が待たれるところである。 


（オオサンショウウオ） 


類似事例として、岐阜県や三重県の他、主に西日


本に生息するオオサンショウウオの問題がある。


オオサンショウウオは国の特別天然記念物である


が、外来種のチュウゴクオオサンショウウオの分


布が国内で拡大している。ドジョウ以上に問題な


のは、両種が容易に交雑し、特別天然記念物のオオ


サンショウウオが駆逐される可能性があることで


ある。さらに交雑種の位置付けも曖昧であり、対処


方針や法整備の検討がなされている。 


 


写真-１ オオサンショウウオ 
 


分類学は、これまで形態的特徴に基づく分類が


中心であったが、細胞遺伝学や分子系統学の目覚


ましい発展により、学術的にも大きな岐路となっ


ている。このように“分類”の概念が変わりつつあ


る中で、まさに保全の先頭に立つ建設環境に携わ


るものとしては、生態学だけではなく最新の分類


学的知見、新技術にも目を向ける必要がある。 


 


2-2 社会経済とのつながり 


（ブラックバス） 


社会経済とのつながりとは、端的に言えば、外来種


で生活している人たちがいるということである。誰


しも思い当たる例としてブラックバス問題がある。 


バス釣りブームがあった 2000 年前後、バスフィ


ッシングの経済効果は一時 1,000億円にまで達し、


それと同時に密放流が繰り返され、ブラックバス
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PCR 増幅産物の電気泳動結果 


ミトコンドリアのチトクローム B (cytb)領域を


ターゲットとしたプライマーを用いて PCR で


増幅し、増幅産物の塩基配列を DNA シー


ケンサーにより解明した 
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は日本全域に広がった。今も続いている論争の中


で、ブラックバスは 2005 年に特定外来生物に指定


され、密放流には厳しい罰則が設けられた。その一


方、河口湖、山中湖、西湖を管轄する漁協では漁業


権設定魚種にバスが含まれており、特例として漁


業法（漁業調整規則）に基づき放流（増殖）が行わ


れている。 
 


 
図-２ 釣具市場の推移 


出典：レジャー白書 2022（公益財団法人日本生産性


本部）※このうちバスフィッシング関連は 15～25%と


いわれている 
 


このような生業に関係する外来種はバスに限ら


ず、外国産カブト・クワガタ類など飼育鑑賞を目的


として販売されるもの、セイヨウオオマルハナバ


チ、ニジマスのような農林水産業で利用されるも


のでよく聞かれる問題である。 


 


2-3 倫理的問題 


（哺乳類） 


外来植物の除草作業に抵抗のある人は少ないだ


ろう。しかし、タイワンリスの駆除は心が痛む人が


多いのではないだろうか。場合によっては駆除す


べきではないという意見も当然あると思われる。 


（飼育対象種） 


アメリカザリガニ、ミシシッピアカミミガメは、


条件付特定外来生物に指定された。これらが「条件


付」となった背景には、両種をペットとして飼育し


ている人が大変多く、特定外来と指定された際に、


不安や罪悪感から野外に大量に放棄されることを


考慮したことが一因である。 


（園芸・鑑賞種） 


河川敷でコスモスに似た大きな黄色い花を目に


することはないだろうか。これらは大抵、特定外来


生物であるオオキンケイギクである。毎日、散歩で


河川敷を歩く人の中には花が大好きで、除草され


てしまうのであれば近くの花壇に移してあげよう、


と思う人は一定数存在するものと思われる。外来


園芸・鑑賞種にはこうした善意ある拡散が多いと


いわれている。 


 


３．解決のための要点と事例 


我々が外来種対策を検討する際は、これらの社


会的背景や倫理感情論を総合的に考慮した上で、


科学的にも適正な対応を検討しなければならない。 


遺伝的かく乱については、保全対策に大きく影


響する生物の存在の可能性がある場合は、現場で


の形態的特徴による種の同定だけでなく、遺伝子


解析を積極的に導入したい。遺伝子解析は分析技


術の発展により、高精度と低価格化が進んでいる。


実例では、獣毛や魚類鰭切片等による分析が行わ


れており、現地調査の際、同時にサンプル採取すれ


ば効率的である。また、分析結果によって、対策は


保全か駆除かでまったく別物になるため、極めて


重要な調査成果となる可能性がある。 
 


 


 


 


図-３ 分析結果からの対策フローイメージ 
 


社会経済とのつながりや倫理的問題に対する解


決策は、法的根拠や上位計画の方針等に基づく、関


係者または関係団体との地道な話し合いと、啓発


活動の展開に尽きる。建コン業務の中ではおもに


計画系業務が該当するように思われるが、設計段


階の業務でも注意が必要である。例えば法面緑化


に用いられる樹木や吹付種子は安価な外国産、つ


まりは外来種ではないだろうか。近年では外来植


物による生態系への影響を考慮し、在来種子の利
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用や表土剥ぎ取り・埋め戻しによる緑化が行われ


ている事例が多い。 


 


写真-２ のり面緑化の施工事例 


出典：地域生態系の保全に配慮したのり面緑化工の手


引き（国土技術政策総合研究所資料） 


 


また、相手の立場や価値観に寄り添う対応は、合


意形成を図る上でのテクニカルな方法でもある。


西日本で行われていたヌートリア駆除業務では、


駆除殺生に対する倫理的問題についても検討を行


った事例がある。ここでは、科学的知見を持った有


識者指導のもと、従来の水没による窒息死から、二


酸化炭素ガスを用いた、いわゆる安楽死に殺処分


方法を切り替えた。これは、哺乳類の駆除に抵抗の


ある一般市民からの意見や自然保護団体との調整


の中で見いだした倫理面からの解決アプローチの


一例であり、何度も話し合いを経た上での選択で


もあった。 


 


４．おわりに 


生物多様性の重要性を説く上で、なぜ希少種を


守る必要があるのか、なぜ外来種を駆除する必要


があるのか、常に議論が繰り返されている。ある昆


虫１種類が絶滅しても社会には大きな影響がない


かもしれない。しかし、波及的に生態系バランスが


崩れ大変な損失が待ち受けている可能性も否定は


できない。ここでの議論は割愛するが、前提として、


生物多様性の劣化は生態系サービスの低下を招く


ことが科学的にも明らかになりつつある。生物多


様性の保全は、持続可能な社会の構築には不可欠


であると考えられる。 


現時点では、生物多様性の保全や純増を目的と


した公共事業はほとんどない。しかし、国の政策動


向を見れば、ネイチャーポジティブの社会実現に


向けて、生物多様性に特化した公共事業は今後増


えていくことが予想される。 


既に環境に対するビジネス展開や自然投資は世 


界的にも注目されており、NbS（Nature - based 


Solutions;自然を活用した解決策）の概念や ESG投


資、各種認証制度等による事業者のインセンティ


ブなど、経済循環の中に環境保全を取り込んだ仕


組みづくりが形成されつつある。建設業界におい


ても、開発事業の補足としての環境保全という視


点を改め、社会課題に対し、生態系を基盤としたア


プローチによって解決していくという発想の転換


が求められる。 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


図-４ NbS の概念図 
出典：国際自然保護連合(IUCN) 
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１．はじめに 


 国土交通省中部地方整備局は、令和４年４月 


に「中部インフラ DX 行動計画 2023」を策定し


た。本計画では、建設現場の生産性の向上や働き


方改革の実現に向けて、建設業界や関係機関が協 


調して取り組むことを求めている。 


 本稿は、令和５年度からスタートする「DX デ 


ジタル技術を活用した用地調査業務施行」に先ん 


じて、令和４年度に実施した①iPad を活用した 


地盤変動影響調査業務、②TLS（地上型レ－ザ－ 


スキャナ）計測機器を活用した用材林調査業務の 


ついて、従来の調査方法とデジタル技術を活用し 


た調査方法を作業効率や調査精度の面から比較検 


討した結果を取り纏めたものである。 


 


２.デジタル技術を活用した検証・課題・対応策 


2.1 iPad を活用した地盤変動影響調査業務 


(1) 業務概要 


本業務は令和 4 年度静岡県内〇〇市の公共下水


道事業函渠築造工事に伴う地盤変動影響調査業務


の事前調査業務委託である。業務内容は下水道敷


設位置が住宅地に近接しており、工事による住宅


敷地等への影響を判断するため、事前に住宅敷地


等の状態を確認するものである。 


 (2) 従来の調査方法 


本業務の外業は２人の調査員が、調査対象地と


なる住宅敷地のｺﾝｸﾘｰﾄ叩きやＣＢ塀等をメジャー


や 50ｍテープを用いて計測し野帳（図-1）へ書込


み現況図を作成し、ｺﾝｸﾘｰﾄ叩きやＣＢ塀などに亀


裂や破損箇所があれば計測と写真撮影を行う作業


時間と労力がかかる業務である。内業は、現場で


作成した野帳を基にＣＡＤ上で図面(図-2)を作成


し、現場で計測した亀裂箇所等を記載し写真と共


に報告書へまとめる作業である。 


 


図-1 手書き野帳(例) 


 


 


 


 


 


 


 


 


図-2 野帳より現況図面作成(例) 
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(3) LiDAR ｽｷｬﾅを使用する調査方法 


iPad に掲載されている LiDAR スキャナを使用


したアプリで住宅敷地内をスキャンし、３Ｄモデ


ル(図-3)を作成する。次にスキャンした３Ｄモデ


ルを、iPad 上に画像として保存する。その画像


が野帳となり、ｺﾝｸﾘｰﾄ叩きやＣＢ塀などにある亀


裂や破損箇所及び写真撮影した方向の位置を記入


する。内業としては、スキャンした３Ｄモデルや


記入した亀裂など画像を基にＣＡＤ上で図面(図-


4)を作成する。 


図-3 ｽｷｬﾝした 3D ﾓﾃﾞﾙ(例) 


図-4 3D ﾓﾃﾞﾙから現況図作成(例) 


(4) 検証 


調査対象となる住宅敷地内を LiDAR スキャナに


より必要な範囲をスキャンするだけで野帳の代わ


りとなる平面図の作成が可能となり、１敷地あた


りの野帳現況図作成時間が 2 人で平均 1 時間要す


るところ、1 人で約 10 分に短縮することができた


(図-5)。従来、野帳現況図作成時には計測者 1 名、


記録者 1 名が必要であったのが、１人で野帳現況


図作成が可能となり、作業効率や省力化が大幅に


進むこととなった。近年はﾃﾞｻﾞｲﾝ性のある複雑な


形状の外構が多く、従来の方法では野帳への書き


込みに苦慮していたが、LiDAR ｽｷｬﾅは必要な範囲


をｽｷｬﾝするだけで複雑な形状の平面図作成が可能


となる。また、使用機器は LiDAR スキャナ機能を


有する iPad があれば調査可能であり、操作方法


も簡単であるため、導入までのハードルが低いこ


とが大きな利点である。 


 


図-5 野帳現況図作業時間のグラフ 


 


(5) 課題 


家屋内や家屋側面では LiDAR ｽｷｬﾝの使用は適さ


なかった。理由としては、家屋内は家具など障害


物が多く、ｽｷｬﾝした 3D ﾓﾃﾞﾙから CAD 図面を作成


するのが困難なためである。  


家屋側面については、iPad の LiDAR ｽｷｬﾅは約 5


ｍ以上先はｽｷｬﾝができないため 2 階部分以上は届


かず 3D ﾓﾃﾞﾙの作成(図-6)ができなかった。また


外構や構造物上で、草木が生い茂る箇所や物が置


いてある箇所では、阻害により活用可能な 3D ﾓﾃﾞ


ﾙが作成できない。 別途、補足計測を実施するな


ど注意が必要となる。 


図-6 2 階以上はｽｷｬﾝできない 


2 人×60 分 
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外業時間 


92％減 


1 棟当たり 


2 時間の 


創出 


120 分 


 


(分) 


 







様式 2 


(6) 対応策 


 LiDAR ｾﾝｻｰがﾓﾊﾞｲﾙに搭載されてまだ数年であ


る。ｽｷｬﾝ性能は、初期段階に比べかなり向上して


いると言われていることから、今後のｽｷｬﾝ性能の


向上に期待したい。 


 


＜LiDAR：Light Detection And Ranging＞ 


レーザー光を照射して、その反射光の情報をもと


に対象物までの距離や対象物の形などを計測する


技術である。 


 


2-2 TLS 計測機器を活用した用材林調査業務 


(1) 概要 


令和４年度、国発注の業務において発注者の了解


を得て用材林調査の一部において、TLS 計測機器


による調査(図-8)を試行的に実施した。 


 


【用材林調査の概要】 


・調査対象面積…2,581 ㎡(平坦地) 


・用材林本数…281 本(スギ･ヒノキ) 


 


(2) 従来の調査方法 


測量用地平面の地形図を基に、立竹木の配置、


樹種、胸高直径を立竹木を 1 本ずつ野帳(図-7)に


記載し、内業として野帳を基に立竹木調査表、立


竹木配置図を作成する。 


図-7 立竹木野帳 


(3) TLS 計測機器を使用する調査方法 


TLS 計測により、用材林の点群データ(図-9)を


取得し、PC 上で点群処理をした後、点群データ


上では判別できない樹種及び生木か枯木か否かの


確認を再度現地にて行う。 


(4) 検証 


TLS による計測により、立竹木を正確な位置へ


１本ずつ図面(図-10)に表示することができた。正


確な位置で表示しているため、計画変更などに対


しても図上での対応が可能となり、また、再調査


時に対象となる立竹木の位置判別がし易い等の利


点がある。 


 


図-8 TLS にて計測作業風景 


図-9 点群データ 


図-10 加工図 


(5) 課題 


従来の調査方法では 1 度の現地立入で済んでい


たが、TLS 計測を使用する場合、点群データから


樹種･枯木の判断ができず、現地での確認作業が必
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要となり、TLS 計測と確認作業の計 2 回立入る必


要がある。さらに点群データの解析処理に時間が


かかる(今回は約 5 時間)ため内業時間が増加する。


また TLS の機器は高価であり、取り扱いにかなり


の注意が必要となるため急傾斜地など足場が悪い


現場での使用は推奨できない。 


 


(6) 対応策 


今回使用した TLS 測量機器は高性能であり汎用


性も高いが立竹木調査には向かない結果となった。


次は、森林計測等に特化したﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅ(3DWalker､


OWL)を試行し TLS 測量機器との比較検討を行って


いきたい。 


 


＜TLS：Terrestrial Laser Scanner＞ 


地上型レーザースキャナーのことで、3D レーザー


スキャナーを三脚で特定の位置に据えて行う 3 次


元レーザー測量である。 


 


 


 


 


 


 


３．おわりに 


活用した機器は用地調査のために開発されたわ


けではないため、様々な課題があるが、本検証が


用地調査に携わる建設コンサルタント業界の調


査・技術開発に少しでも参考になれば幸いです。 






image6.emf
6フジヤマR5論文レッ ドレーザを用いた


6フジヤマR5論文レッドレーザを用いた


              


１．はじめに（概要も含む） 


 大井川における河床の経年変化、河川整備基本


方針、河川整備計画、河川工事の基礎資料とする


ため、航空レーザ測量を活用した河川定期横断測


量を実施した。当該業務は従来 TS（トータルステ


ーション）を用いて河川横断測量を実施している


が、航空レーザ測量を併用することで現場作業の


安全性の向上、作業人工の削減、3 次元データの


活用拡大等を図ったものである。 


（1）業務名：令和 3 年度[第 33-K1516-01 号] 


             一級河川大井川河川定期横断測量


業務 


（2）発注者：静岡県 島田土木事務所 


（3）場 所：榛原郡川根本町 地先ほか 


（4）履行期間：[着手日]令和 3 年 9 月 14 日 


        [完了日]令和 4 年 5 月 27 日 


【作業内容】 


・作業計画：1 業務 


・現地踏査：1 業務 


・横断測量幅 100m～150m：2 本 


・横断測量幅 50m～100m：29 本 


・横断測量幅 50m 未満：46 本 


・航空レーザ測量：1 式 


・横断図作成：1 式 


・打合せ等：1 業務（中間 2 回） 


 


 


 


 


 


 


 


図-１ 計測区域図 出典：Google Earth 


２．課題・問題点 


 静岡県が管轄する大井川は、島田市神座から本


川根町澤間までの総延長 48km の区間であり、河


川定期横断測量が実施されている。（図-1 参照） 


 本業務における課題・問題点として以下の事項


があげられる。 


（１） 現場における安全性の確保 


対象区間は急峻な山地に囲まれているため現


地作業には危険が伴う。（図-2 参照）また、与


点となる河川距離標も崖上等の危険な箇所もあ


ることより、安全対策を十分に行う必要がある。 


（２）現場作業の効率化 


河川幅が広い場所があり、従来の TS 等を使用


した現場作業は多くの作業人工を必要とする。   


作業人工の削減、作業の効率化が必要である。 


（３）成果の 2 次利用（拡大利用） 


既存の河川定期横断測量業務の成果は、距離


標における横断図であり、過年度横断図と比較


することで河動の変化状況を確認している。 


但し、距離標間隔が 400m であることより、距


離標間の河道変化を確認できる成果が求められ


ている。 


 以上の課題・問題点を解消すべき作業手法が求


められた。 


 


 


 


 


 


 


 


 


図-2 河川状況 


静測協図書館 令和 5 年度 優秀作品 測量部門 


『レッドレーザを用いた河川計測』 


株式会社フジヤマ 島田営業所 


  神 尾  剛 


 


 







              


３．対応策・工夫・改善点・適用結果 


（１）対応策 


近年、河川横断にグリーンレーザを用いる手


法が行われている。しかしながらグリーンレー


ザは水部の透明度が高いことや白波等がないこ


とが条件である。対象区域においては山間部で


傾斜度が高いことより透明度が低く、白波が立


ちやすいことから条件に当てはまらない。また、


グリーンレーザは費用的にも高額である。 


対象地域は河川幅が広いが、上流部は渇水期


には水部の幅も狭くなり、陸部が占める割合が


高い特徴を有している。このことより、レッド


レーザ計測（航空機）（図-3 参照）と TS を併用


する手法が効果的であるとの結論に至った。 


作業手法としては①レッドレーザによる航空


計測(大部分の地形部)と、②レッドレーザで計


測できない箇所(水部や構造物)は TS 等による


補備測量を組合せることで、前述の現場の安全


性の確保、現場作業の効率化、成果の 2 次利用


が図れる。結果、全体的な作業期間を短縮し、


品質の高い成果を作成することができる。 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


図-3 航空レーザ概念図とスペック 
 


  なお、本作業区域では県砂防課発注業務の「令


和 3 年度 安倍川圏域ほか基礎調査業務」で行


う航空レーザ計測（以下「県砂防レーザ業務」


という。）が行われていること（成果利用では本


業務の工期に間に合わない）より、計測密度を


県砂防レーザ業務と同様な 16 点/m2 以上とし、


同じ調整用基準点を使用することで精度等の整


合性を図ることや河川形状に合わせて計測する


（図-4 参照）ことで均等な計測密度で 3 次元点


群が取得できること等を発注者に説明をすると


ともに、今後の河川維持管理に向けて 3 次元デ


ータが有効であることを説明し、発注者の理解


を頂いた。 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


図-4 航空レーザ計測コース図 
 


（２）工夫・改善点 


  作業は、レッドレーザ計測で取得した 3 次元


点群データ（オリジナルデータ）を基に、水部


や構造物及び欠測部の補備測量を行い、横断面


図作成を行った。 


  さらに新たな補備測量の手法として、GNSS 測


量機を活用（図-5 参照）し、データコレクター


に左右岸の河川距離標座標値を取り込む事で、


横断測線の位置を容易に把握すると共に危険な


崖上の距離標へ TS を据える必要がなくなるこ


とで安全面、計測時間の削減、測量機材が減る


事による作業員の負担軽減を図った。 
 


 


 


 


 


 


 


図-5 GNSS 測量機を用いた補備測量状況 


 


 







              


（３）適用結果 


河川内の陸部（河川敷、中洲など）について


は、3 次元点群データが有効活用出来、危険個


所（河川内）での現場作業が減ることによる安


全性の向上及び、従来方式と比較し現場作業人


工が約 50％削減された。また、荒天や出水時の


不稼働日が低減され、工期内納品にも効果が上


げられた。 


  なお、後日、県砂防レーザ業務成果と比較検


証した結果、標高精度については同じ「調整用


基準点」を使用していることから、許容範囲内


であったが、どちらの成果も樹木の繁茂が激し


い場所や垂直に近い傾斜地等では同様に取得点


数が少ないことが確認された。 


  今後、本対象区域にレッドレーザを活用して


いくためには、コース重複度や飛行高度等を勘


案して、より均一的に点群を取得できる工夫を


することが求められる。 


（４）成果の 2 次利用（提案） 


本対象区域において、3 次元点群データが生


成されたことより、地形を視覚的に表現する以


下のサンプルデータを作成した。 


① CS 立体図 


  曲率（Curvature）と傾斜（Slope）との組合


せにより、微小な地形を立体的に表現したもの。 


 


 


 


 


 


図-6 CS 立体図 


② 傾斜区分図 


  任意の傾斜区分ご


とに色分け表現した


もの。 


 


 


                   


           図-7 傾斜区分図 


③ 標高段彩図 


標高値ごとに色分け表現したもの。標高の高い


ところが赤、低いところが青で表現される。 


 


 


 


 


 


 


図-8 標高段彩図 


④ 等高線図 


等高線により地形の流れ（起伏等の連続性）


を表現したもの。 


 


 


 


 


 


 


 


図-9 等高線図 
 


 さらに、取得した 3 次元点群データの活用方法


として、以下の活用提案を行った。 
 


① 縦断図・横断図作成 


  作成されたグラウンドデータより堤防高の縦


断データを作成し、計画堤防高や計画高水位等


と重ねて比較する事で、計画堤防高が不足する


箇所を抽出する事ができる。任意個所の横断図


も作成できる。 


 


 


 


 


 


 


 


 


図-10 3 次元点群による縦断図作成 







              


② 樹木の繁茂確認 


  オルソデー


タにより、河道


内の草木、樹木


等の繁茂状況


把握を一目で


確認するととも


に樹木の数量特


定（ボリューム、位置等）ができる。 
 


③ 土砂堆積の状況確認 


  2 時期の計測デ


ータ比較または、


計画断面等との


比較により土砂


堆積または、浸食


状況把握が可能


であり、河川浚渫


の対策の効率化が


図られる。 
 


④ 災害対応 


  河川全体の 3


次元データを取


得しておくこと


で、被災後に別途


3次元計測をする


ことにより崩土量


や崩れの状況を瞬


時に把握でき、災害復旧に円滑な対応が可能と


なる。 
 


⑤ 局地的な河岸浸食 


  陰影図や標高


段彩図により局


所的な河岸浸食


箇所を抽出する


事ができる。 


 


 


５．おわりに 


本業務においては、現場作業の安全性確保、現


場作業の効率化、成果の 2 次利用を目的として航


空レーザ（レッドレーザ）を活用した。 


前述したように現場作業の安全性は確実に向上


し、現場作業人工は従来手法の 50％削減となった。 


また、河道全体を 3 次元化することで地形状況


の可視化や堤防の異常個所の抽出等、2 次利用が


可能となることも確認できた。 


さらに今回、取得した 3 次元データを閲覧でき


るよう、発注者に無償ビューワーソフトの導入提


案を行い導入して頂いた。これにより、発注者が


簡単に河道状況を確認できることとした。 


今後の提案として、定期横断に本手法（レッド


レーザと TS 等との併用法）を毎年行うのではな


く、経費等も考慮した中で 5 年サイクル及び護岸


変化を生じる洪水が生じた際に実施するのが効果


的と考える。 


静岡県の河川には、大井川のように上流部でも


河川幅が広いが渇水期には水流部が少ない河川と


して安倍川、藁科川、富士川等があげられる。こ


のような河川に対しても本業務のようにレッドレ


ーザと TS 等を組み合わせた横断測量は有効的と


考える。 


静岡県では 3 次元データ活用として「VIRTUAL 


SHIZUOKA」が構築され、各種の 3 次元データがオ


ープンデータ化されている。今後、レッドレーザ


計測を用いた業務データも「VIRTUAL SHIZUOKA」


にてオープンデータ化されることで様々な視点で


の利活用が検討されることで、河川の維持管理で


の 3 次元データ活用が進んでいくことを期待する


ものである。 


 


 


図-12 土砂堆積図 


 


図-13 災害状況 


 


図-11 樹木繁茂状


況 


 


図-14 堤防虹色段


彩図 
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様式 2 


１．はじめに 


河道には、橋脚や水制工、水門、取水堰などの


諸々の構造物が設置されている。このような構造


物の周辺河床は、洪水時の流れの流体力により、


洗掘や土砂堆積が見られる。構造物前面が深く洗


掘された場合、構造物は安定性を失い、倒壊に至


ることもある。一方、堆積量が多い場合、取水堰


では取水能力の低下や取水不能になった事例も少


なくない。 


近年、毎年のように、降雨による斜面崩壊の被


害が多く発生している。斜面崩壊後の土砂は、斜


面を流下して河川に流入した後、河床勾配の低下


や摩擦抵抗などで河道に堆積する。堆積した土砂


が河道を閉塞させ、天然ダムとなることもある。


また、河道閉塞や天然ダムの形成により上流側で


河川水の氾濫が生じることもある。 


２．課題 


河床の洗掘、堆積の現象を把握するためには、


構造物周辺における流れについて予め解明する必


要がある。 


また、崩壊後の土砂が斜面を流動する現象、河


道での堆積、及び土砂の堆積による河川水の流れ


状態を解明することが重要である。 


構造物周辺の流れや斜面崩壊後の土砂の移動や


堆積などは 3 次元的な流れ構造である。 


現在、流れに関しては 2 次元流れ解析結果で


検討を行っている。 


３次元流れ構造を把握することは簡単ではな


い。現場での測定が難しく、危険性も高い、また


実験で詳細な 3 次元流れデータを取得すること


も時間がかかる。そのため、3 次元流れ解析が有


力な手法であることが判っている。 


3 次元解析には、3 次元流れの数学モデル、物


理モデル、および解析手法の検討が必要であり、


また、土砂と水とのような、物性が大きく異なる


共存場では、相互に境界面を通じて強く影響を受


けるため、境界面の作用を精度よく評価できる解


析手法を検討することが重要である。 


３．対応策 


ここでは、物性が異なる空気、水、土砂の共存


場における流れ構造を解析するため、数値解析の


安定性が高い CCUP のスキーム 1)を用い、３次元


流れの解析を行った。 


３．１ 本モデルの特徴 


圧縮性がある空気を含む共存場の流れ構造を解


明するため、圧縮性を表現する数学モデルを選定


した。方程式には、質量保存式と運動方程式の


他、水・空気・土砂の３相を表す密度関数、及び


圧力方程式もある。 


また、斜面崩壊後の土砂流動の解析は、固体力


学、流体力学に基づき行われることが多いが、こ


こでは、降雨による崩壊後の土砂は、多くの水が


含まれ、流動性が高いことが条件となるため、河


川水と同じようにニュートン流体としてモデル化


するものとする。 


３．２ 数値解析の支配方程式 


本解析では、圧縮性の空気を含む３相の共存場


を統一的に表す３次元 LES モデルの支配方程式


2)、及び密度方程式、圧力方程式等を以下に示す


（流速等はフィルター操作後の値を表す）。 


静測協図書館 令和 5 年度 計画部門 


 


『３次元流れに関する解析方法の試み』 


株式会社フジヤマ 防災・環境保全部 


福原禄夫 青嶌安弘 清水雅子 重松克弥 向井啓司 







               


様式 2 


① 質量保存式 


  
𝜕𝜌


𝜕𝑡
+


𝜕(𝜌𝑢𝑖) 


𝜕𝑥𝑖 
= 0  


② 運動方程式 


          𝜌 (
𝜕𝑢𝑖


𝜕𝑡
+ 𝑢𝑗


𝜕(𝑢𝑖) 


𝜕𝑥𝑗 
)


=
𝜕𝑝


𝜕𝑥𝑖
+


𝜈𝑒


3
・


𝜕


𝜕𝑥𝑖
(


𝜕𝑢𝑖


𝜕𝑥𝑗
) + 𝜈𝑒・


𝜕2𝑢𝑖


𝜕𝑥𝑖𝑥𝑗


+ 𝐹𝑖 


③  密度方程式  


  
𝜕𝜑𝑖


𝜕𝑡
+


𝜕(𝜑𝑖𝑢𝑗) 


𝜕𝑥𝑗 
= 0   


④  圧力方程式  


   
𝜕𝑝


𝜕𝑡
+ 𝑢𝑖


𝜕𝑝


𝜕𝑥𝑖
+ 𝜌𝐶𝑠


2 𝜕𝑝


𝜕𝑥𝑖𝑖
= 0   


⑤  空気の状態方程式 


p= 𝜌RT 


ここでは、𝑖, 𝑗：1,2,3、


  𝑢𝑖：速度、𝜌：密度、𝑝：圧力、𝜑𝑖：密度関数、


𝐹𝑖：体積力、Ｒ：気体定数、𝑇：温度、


𝐶𝑠 ：音速、                         


  𝜈𝑒 = 𝜈 + 𝜈𝑡 、 𝜈：分子粘性係数、 


 𝜈𝑡：Smagorinsky モデルの SGS 渦粘性係数 


 𝜈𝑡 = [𝑐・∆𝐹]
2


|𝐷|、        


  𝑐＝0.173(Smagorinsky 定数)  、


  ∆𝐹：フィルター代表の長さ


(セルの体積の 3 乗根) 


 |𝐷| = √2𝐷𝑖𝑗𝐷𝑖𝑗、𝐷𝑖𝑗 =
1


2
(


𝜕𝑢𝑖


𝜕𝑥𝑗
+


𝜕𝑢𝑗


𝜕𝑥𝑖
)  


３．３ 解析方法 


 CCUP は、CIP 法を用いて時間分離解析法、即


ち、非線形の流れ方程式を移流項と非移流項に分


けて計算を行う手法である。圧力に関するポアソ


ン方程式について、反復解法には SOR 法 3)を採用


した。数値計算に用いられている流速等の各物理


量はスタッガード格子に配置する 4)。 


３．４ 数値解析のモデルおよび計算条件 


上記の解析方法に関して、その適用性や安定性


などを検証するため、図 2 と図 3 に示す二つのモ


デルを設定した。計算条件は、メッシュサイズ


1cm×1cm×1cm、メッシュ数 20×20×20 、計算


時間ステップ 0.0001s とした。空気、水、土砂の


密度は 1.25kg/m3、1000kg/m3、2500kg/m3、粘性


係数は 1.8E-05 Pa・s、1.0E-03 Pa・s、


1.0E+01Pa・s、音速は 340m/s,1500m/s,5000m/s


である。 


３．４．1 モデル１ 


モデル 1 を図 1 に示す。気・液の共存場にお


ける 3 次元流れを計算するため、空気の空間に


水柱を設定し、水柱の自由崩壊による運動及びそ


れに伴い連行された周辺空気の運動を同時に解析


できるように、単純な四角形の水柱をモデル化し


た。 


 


図 1 モデル１ 


 


解析結果は時系列の順番に表示する。 


図 2－1－1～3 は水柱の運動のみを、図 2－2－


1～3 は水柱と空気の運動を示す。 


図 2－1－1～3 に示した計算結果により、水柱


の重力による自由崩壊に伴い、速度が次第に速く


なり、周辺へ広がっていく流れを３次元で確認で


きた。 


従って、本解析方法は 3 次元流れに関する解析


を実証できると考えられる。 


図 2－2－1～3 の結果により、自由に崩壊した


水柱が周辺の空気を連行し、水柱崩壊の加速に伴


い連行された周辺の空気も加速されていることを


確認できる。 


以上の解析結果により、水柱としての液相の運


動及び、周辺における空気としての気相の運動を


同時に解析できることが確認された。 


水柱 


空気 







               


様式 2 


 


図 2－1－1 水柱の運動 


 


 


図 2－1－2 水柱の運動 


 


 


図 2－1－3 水柱の運動 


 


 


図 2－2－1 水柱・空気の運動 


 


図 2－2－2 水柱・空気の運動 


 


 


図 2－2－3 水柱・空気の運動 


 


３．４．２ モデル２ 


モデル２を図３に示す。気・液・固の共存場に


おける 3 次元流れを解析するため、水面の上に


土砂の四角形柱状体があるモデルを設定した。土


砂の自由落下に伴い、土砂、水及び周辺の空気の


運動を同時に解析できるのかを確認する。 


計算結果は時系列の順番に図 3－1～5 に表す。 


 


 


図 3 モデル２ 
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様式 2 


  


図 3－1 水柱・空気の運動 


 


図 3－2 水柱・空気の運動 


 


図 3－3 水柱・空気の運動 


   


図 3－4 水柱・空気の運動 


  


図 3－5 水柱・空気の運動 


 


図 3－1 は土砂が落下し始め水に突入し、周辺


の空気も連行され動き始めた様子を表す。図 3－2


では土砂の沈下に伴い、表面の水が周囲へ広がっ


て行き、水面に凹部が現れ、下部の水は斜め下へ


流れていくことが判った。図 3－3 では、土砂の沈


下に従い、土砂の上部に水の収束が現れ始めると


ともに、水は上層の空気域に跳ね返っている。図


3－4 は、土砂は水域の底面に到達した後、周辺へ


広がりながら堆積することが判った。図 3－5 は


土砂の上部で水がほぼ収束し、土砂は周辺へ広が


りながら堆積することを表す。 


解析結果により、空気・水・土砂の３相の共存


場における流れの状態を解析できることが判る。 


４．おわりに 


本解析手法では、３相共存場における３次元流


れに関する解析を概ねできることが判った、今後、


境界条件の設定に工夫を行い、応用への展開を試


みたい。 
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8フジヤマR5論文空間情報技術


             


１．はじめに（概要も含む） 


 近年,温暖化をはじめとする気候変動の影響に


より大型台風の襲来や線状降水帯の発生，頻発化


する豪雨が増加し，河川の増水や越水などの水害


や内水などによる浸水被害が発生している． 


 浜松市では治水行政の動向を踏まえ，流域治水


対策プロジェクトをはじめとする総合雨水対策計


画を策定し，持続可能で自然災害に強い安全・安


心なまちづくりを推進するため，雨水対策を実施


し浸水被害の軽減を図っている． 


本業務は，令和 4 年 9 月 23 日から 24 日にかけ


て発生した台風 15 号の豪雨によって浜松市内で


発生した浸水被害の概要を把握することを目的と


し，浸水痕跡調査（痕跡確認および聞き取り）を


実施した．その結果を基に，浸水履歴として保存


するほか今後の雨水対策のため，浸水実績図（参


考）を作成した． 


※（参考）とは,浸水調査時点の時間的な問題があり，最


大の浸水実績でないことを示している． 


(1)業務名称： 令和 4 年度 市単独土木施設災害


復旧事業浸水区域調査業務(台風 15 号） 


(2)発注者 ： 浜松市 


(3)調査場所： 浜松市内一円 


(4)履行期間： 令和 4 年 9 月 24 日 ～  


令和 5 年 1 月 30 日 


業務は,膨大な現地調査を短期間で実施するた


めに空間情報技術を活用し，調査に掛ける時間の 


 


短縮化や調査後のとりまとめを一元的に管理する


ことにより,作業の効率化を実現した事例である．  


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


図－１ 調査対象範囲 


 


 


 


 


 


 


 


 


図－２ 浸水痕跡調査 
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図－３ 聞き取り調査 


 


図－４ 浸水痕跡調査仕様 


 


２．課題・問題点 


 被害状況把握と被災者支援の早急な対応を図る


ため，現地調査から成果取りまとめに至るまでの


正確性とスピードが求められた．特に浸水痕跡は，


災害後の降雨や時間の経過とともに徐々に判読が


難しくなるため，災害後に速やかな現地調査が必


要とされた．なお，浸水被害範囲は浜松市全域と


広域であり，最終的に調査箇所数は 4，000 件を超


えた．短期間で膨大な現地調査を実施するため，


従来の印刷図面，デジタルカメラを使用する作業


方法から，デジタル技術や空間情報技術を活用し


た効率的な作業手法に転換し，作業負担の軽減と


作業効率の向上を図ることが課題であった． 


 


３．対応策・工夫・改善点と適用結果 


 新たに導入した技術と作業手法は，（１）AI に


よる浸水被害発生箇所の特定，（２）モバイル GIS


による現地調査，（３）基盤地図情報数値標高モデ


ルを利用した浸水深の算出である． 


 


３－１．AI による浸水被害発生箇所の特定 


 これまで,浸水痕跡調査は発注者資料をもとに


実施している.調査に先立ち,ある程度の被害箇所


や状況が把握できていれば,調査が効率的になる


と考えていた.このため，弊社は, AI が SNS 情報


を自動収集・解析して災害情報の解析を行なうサ


ービスを配信している「FASTALERT(（株）JX 通信


社)」というシステムを導入していた. 


今回の台風 15 号関連災害情報の SNS 情報は約


700 件.その内，95％以上に動画や画像が添付され


ており，位置情報も付加されていた．実際の位置


情報が不確定なものもあったが,地元企業である


弊社は，画像の一部を確認することでその位置を


特定ができた．本データは，実情を知る有効なも


のであり，調査の裏付け資料とし事前情報把握に


役立てた．(図－５参照) 


 


 


図－５ FASTALERT 画面 


 
図－６ 投稿写真（イメージ） 


 


３－２．モバイル GIS による現地調査 


浸水痕跡調査にモバイル GIS を活用した．モバ 


 







             


イル GIS は，クラウドサーバ上にデータを保存し，


モバイル端末やデスクトップ PC のブラウザから


アクセスする仕組みである．モバイル端末の GPS


機能を利用し，現地調査と同時に位置情報の付加


が可能である．モバイル GIS のデータレイヤは，


社内で使用しているデスクトップ GIS と同様に背


景図，調査グループ担当範囲（区域），河川流域図


調査ポイント（写真データ付加可能）とした．モ


バイル GIS の端末はタブレット PC や携帯電話と


し，約 40 台で運用できる状態として準備した．40


台のタブレット PC を同時に安定運用することに


より調査のスピード化を図った．モバイル GIS の


導入にあたり，以下の課題に対する対応を行った． 


（１）背景図データの調整：調査位置を正確な位


置に記録するために詳細な地物が表現されている


地形図を背景図として利用することが望ましい．


しかし，浜松市全域の地形図データはデータサイ


ズが大きく，モバイル GIS 向けのデータ変換にも


時間を要した．そのため調査対象地区のみデータ


変換し，調査を実施した．調査開始後，調査員か


ら「データが重いため GIS が使用できない」との


報告を受けた．結果として，地形図の利用を中止


し，メーカーが配信している背景図を使用し，モ


バイル GIS の動作を軽量化した．また，精度向上


のため，モバイル GIS のメリットの一つであるリ


アルタイム更新を利用することとした．調査と同


時に社内のデスクトップ GIS で調査結果を確認し，


位置修正が必要な箇所を補正した． 


（２）モバイル端末の変更：調査開始日は気温が


30 度を超えた．そのため，複数の調査員から「調


査用のタブレットが熱を持ち，モバイル GIS が起


動しない」，「動作遅延」等の連絡を受けた．懸念


材料であったモバイル自体の発熱には，冷却シー


トの携行をしていたが効果がなかった．そこで，


画面が小さくなるというデメリットはあるが，会


社から支給されているスマートフォンにて調査を


継続するように指示をして対応した．スマートフ


ォンはタブレット端末よりも耐熱性に優れている


ため，運用においても問題なく稼働し，画面の大


きさは,最大限まで拡大することで対応した．不測


の事態に備えて A1 サイズの調査用図面（紙）も用


意していたが，スマートフォンで問題なく調査を


継続できた． 


 


図－７ 会社支給携帯による調査 


（３）サポート体制の整備：現地調査は 2 人 1 組


で実施したが調査員の中には，モバイル GIS の操


作が未熟な者もいた．また，浸水の痕跡が曖昧な


場合は「熟練の調査員に確認したい」等，サポー


トが必要となるケースがあった．調査のサポート


と進捗確認のため，調査位置図，進捗率（円グラ


フ）,日別調査箇所集等を一覧表示するダッシュボ


ードを作成し，社内の Web ブラウザから常時確認


できることとした．(図－８参照)また，進捗が遅


い調査員については電話で状況を確認し，浸水深


計測への助言，調査箇所が多い場合には，他地区


からの調査員の補充等を行なえる体制となり，円


滑な調査のためのサポートを行った．さらに発注


者へも同等のシステムを配備し，実施状況がリア


ルタイムで確認できる状況としたことより，意思


疎通や未調査範囲の指示など情報共有に役立てた． 


 


 


 


 


 


 


 


図－８ 調査結果のダッシュボード 


 







             


３－３．基盤地図情報数値標高モデル（DEM）を利


用した浸水深の算出 


 調査地点の浸水深は標高を加算し，水位（T.P）


を算出する．算出した調査地点の水位と周辺の標


高を比較し，浸水範囲を特定した．(図－９参照)


浸水区域の特定は水位だけではなく，河川網図を


利用した水の流れや流域，周辺の地形情報を加味


し，データ加工を実施した． 


 


図－９ 浸水区域特定作業画面 


標高データは，基盤地図数値標高モデルを変換


することにより作成した．変換には，3D 都市モデ


ル作成業務にて導入した空間情報変換ツール


「FME(Feature Manipulation Engine)」を活用し


た．(図－１０参照) 


FME は，ワークスペースを利用した高速データ


変換が可能である．本業務において，変換に必要


な時間は従来の約 40％程度に短縮できた． 


 


図－１０ FME ワークスペース 


４．おわりに 


AI，モバイル GIS，DEM 等空間情報技術の活用に


より，事前準備，現地調査，調査結果の整理に要


する時間は従来の手法より約 30％削減できた． 


また，現地調査結果から調査票を作成する際の手


作業が不要となるため，入力ミスも減少し，調査


結果の精度も向上できた． 


業務完了後，他の自治体から本調査の手法につ


いて,問い合わせをいただいた.これは，弊社の協


力体制や作業手法等が評価されたものと考えてい


る． 


今後，モバイル PC の性能向上し,現時点では難


しい地形図の表示や高温下での使用が可能となれ


ば，調査精度の飛躍的な向上が期待できる．また，


国土交通省による 3D 都市モデル作成プロジェク


ト（PLATEAU）が進められている.将来,水防計画


の策定時に 3D 都市モデルの活用が進めば,三次元


化した建物や構囲等の構造物に本業務の調査結果


である浸水区域を重ね合わせることにより，高精


度な浸水シミュレーションが短期間で可能となり，


水防計画におけるコスト削減と安全性の向上に貢


献できると考える．（図－１１，  １２参照） 


 


 


 


 


 


 


 


 


図－１１ 3D 建物と浸水実績図の重ね図 


 


 


 


 


 


 


 


 


図－１２ PLATEAU 画面（イメージ） 


本稿の執筆にあたり，データの掲載を許可して


いただいた浜松市様，（株）JX 通信社様に深く感


謝いたします. 


数値凡例: 
標高 
水位 
(浸水深) 
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9フジヤマR5論文橋梁全体の耐震性


 


 


１．はじめに 


近年大規模地震の逼迫性が指摘されており, 緊


急輸送道路上の橋梁は，大規模地震時でも「軽微


な損傷に留まり，速やかな機能回復が可能となる


対策」が求められている. 具体的な対策は，①橋脚


の耐震補強，②支承部のレベル 2 地震動への対応，


③落橋防止システムの整備の 3 点である． 


本設計は，NEXCO 中日本が管理する名古屋第


二環状自動車道に架かる，鋼 2 径間連続非合成鈑


桁・鋼 3 径間連続非合成鈑桁（図－１）の橋脚 6


基（PC 張出式橋脚（4 基），鋼製張出し式橋脚（2


基））について，耐震性能照査と耐震補強設計を実


施するものである． 


対象橋梁下には, 本橋の橋脚を挟んで国道 302


号（交通量 43,365 台/日※1）が並走している. また,  


P4 橋脚（鋼製）は国道 302 号の橋台と，P5 橋脚は


国道 302 号の橋脚基礎と一体構造の特殊な構造形


式である. （図－２, 図－３）． 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


図－２ 対象橋梁下の周辺状況 


 


断面図          側面図 


図－３ P4 橋脚構造 


橋台を共有


図－１ 対象橋梁の側面図 
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２．課題・問題点  


柱下端部とコンクリート橋脚の段落し部，鋼製


橋脚の中空断面部について，曲げ耐力やせん断耐


力，アンカーフレーム耐力を照査した．結果, P5 橋


脚を除いた橋脚において曲げ耐力やせん断耐力，


橋軸直角方向のアンカーフレーム耐力が NG とな


った（表－１）． 


なお，P4 橋脚柱下端の橋軸直角方向のアンカー


フレーム耐力が不足する原因は，①アンカーボル


ト径が P5 橋脚に比べて約 30％程度小さく，もと


もとアンカー耐力が小さいこと．②使用鋼材に降


伏強度の高い SM490Y 材を使用しているため，


SM400A 材を使用している P5 橋脚より，応答値が


大きくなったと考えられる． 


P4 橋脚補強対策工としては，アンカーボルト及


びベースプレートの増設（部材補強）が想定され


る. 業務上の課題は, 以下の 2 点である.  


(1)建築限界の課題 


アンカーボルト及びベースプレートの増設（部


材補強）では,  国道 302 号の建築限界を侵すこと


が想定され，建築限界を踏まえた耐震補強設計が


求められる． 


(2)補強工事の難易度 


P4 橋脚は国道 302 号橋台と一体構造のため, 橋


台の既設鉄筋に影響を与えずに対策工を実施する


ことは現実的に困難である（図－４）． 


３．対応策・工夫・改善点と適用結果 


(1) 3D レーザー計測による建築限界との余裕幅 


補強対策を検討する上で，国道 302 号建築限界


と P4 橋脚との余裕幅を確認することが重要であ


る. 安全性を考慮し，3D レーザー計測を実施した. 


結果, ベースプレートの根巻きコンクリート側面


と国道 302 号の建築限界との余裕幅が 86mm であ


ることを確認した（図－5）.  


表－1 既設照査の結果一覧表 


 


                  


（）は不足量を示す。 は対象外を示す。－


照査部材 照査方向


鋼2径間連続非合成鈑桁 鋼3径間連続非合成鈑桁


M M F


橋梁形式


支承条件


橋脚番号


橋脚形式


P33 P1 P2 P3 P4 P5


M M F M M M


PC張出し式橋脚 鋼製張出し式橋脚


橋
脚


柱
下
端


橋軸


曲げ耐力 OK NG(1.43) OK


ｱﾝｶｰﾌﾚｰﾑ耐力 － － －


せん断耐力 OK NG(1.05) OK


段
落
し
部


橋軸


NG(1.21) OK OK


せん断耐力 OK NG(1.30) OK NG(1.36) － －
－ OK OK


曲げ耐力 NG(1.26) NG(1.05) OK OK OK OK


－ － －


OK － －


ｱﾝｶｰﾌﾚｰﾑ耐力 NG(1.34) OK－


OK － －
せん断耐力 OK NG(1.28) OK NG(1.31) － －
曲げ耐力 OK NG(1.13) OK


橋軸直角
NG(1.10) NG(1.14) NG(1.06) NG(1.12) － －


OK OK OK OK － －
曲げ耐力
せん断耐力


OK OK中空
断面


橋軸
曲げ耐力


－ － － －
OK OK橋軸直角 － － － －
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補強方針
曲げ補強
段落し補強
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図－4 アンカー補強概要図 
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図－5 3D レーザー点群データ（P4 橋脚） 
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(2)鋼製橋脚の対策工の検討 


1) コンクリート橋脚の剛性向上 


P4 橋脚のアンカーボルト及びベースプレート


の増設(部材補強)工法は, 補強規模が大きくなり


施工が困難なことから，補強量に余地があるコン


クリート橋脚の補強規模を大きくすることにより，


P4 橋脚の応答値を低減させる対策を検討した．  


コンクリート橋脚のじん性補強及び曲げ補強の


対策工法は, 施工実績が多い「RC 巻立て補強」や


「鋼板巻立て補強」が一般的である．しかし, 高架


下道路の建築限界との離隔が 132mm と狭いため


採用できない．このため，補強厚を薄く出来る「鋼


板＋連続シート」の併用工法を採用した（図－6）．  


今回，採用した併用工法は, フーチングにアン


カー定着する工法のため, 補強橋脚の剛性が高ま


り, 応答値が大きくなり，結果として P4 橋脚の応


答値が下がることを確認した . このため，


P33,P1,P3 橋脚におけるアンカー定着鉄筋の補強


量を変化させ, P4 橋脚の応答値の傾向を検証した


（図－7）．なお，P2 橋脚は曲げ耐力補強を必要と


しないため，対象外とした． 


2) 補強量による P4 橋脚応答値の傾向把握 


P33,P1,P3 橋脚はアンカー鉄筋の最小径 D22 で


耐震性能を満足する. しかし，P4 橋脚の応答値は


アンカー耐力以下となり，耐震性能を満足できな


い．このため，P33,P1,P3 橋脚のアンカー定着の鉄


筋径を D35 と D38 に変化させた場合の P4 橋脚の


安全率（橋脚応答値/アンカー耐力）を確認した結


果，単純に P33,P1,P3 橋脚のアンカー鉄筋径を大


きくすることが P4 橋脚の安全率の向上に繋がら


ないことが判明した. このため，橋脚毎にアンカ


ー鉄筋径を変化させたケースについても検証した．  


検討の結果，P33,P3 橋脚の補強量を上げ，P1 橋


脚の補強量を下げた場合に P4 橋脚応答値が減少


する傾向を確認できた（表－2）.  


表－2 傾向検討過程 


 


3) 傾向分析 


 この傾向を, 補強前後の剛性量の変化から分析


した．剛性量の指標としては, 降伏時の曲げモー


メントとした． 


① D22 @ 300 D22 @ 250 D22 @ 300 (1.0044) NG 減少


② D35 @ 300 D35 @ 250 D35 @ 300 (1.0009) NG 減少


③ D38 @ 300 D38 @ 250 D38 @ 300 (1.0005) NG 減少


④-１ D38 @ 300 D35 @ 250 D35 @ 300 (1.0005) NG 減少


④-２ D35 @ 300 D38 @ 250 D35 @ 300 (1.0010) NG 増加


④-３ D35 @ 300 D35 @ 250 D38 @ 300 (1.0001) NG 減少


⑤ D35 @ 300 D32 @ 250 D35 @ 300 (1.0005) NG 減少


⑥ D38 @ 300 D22 @ 250 D38 @ 300 (0.9993) OK 減少


傾向case
併用工法 アンカー鉄筋径


P33 P1 P3


安全率
P4


判定


 


図－6 併用工法概要図（コンクリート橋脚） 
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図－7 検討概要図 
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必要以上に橋脚基部の耐力を上げる補強は行わない。







 


 


既設橋脚の剛性は，P1 橋脚が最も高い状態であ


る（図－８）．case④-2 で橋脚補強量を上げること


で P4 橋脚の応答値が増加した．これは，P1 橋脚


の剛性が周辺橋脚と比べ突出して上がることによ


り, コンクリート橋脚全体のエネルギー吸収率が


低下したことが要因と考えられる（図－９）． 


採用した case⑥は，P33,P3 橋脚の補強量を上げ，


P1 橋脚の補強量を下げることでコンクリート橋


脚の剛性量が平準化することになり（図－１０）, 


橋脚全体のエネルギー吸収率が向上し，鋼製橋脚


の P4 橋脚の応答値が減少したものと考察した． 


４．おわりに 


一般的に橋脚補強することで、剛性が上がり、


エネルギー吸収率が上がることで、周辺橋脚の応


答値が減少する。しかし、本ケースは単純に補強


量を上げることが応答値の減少に繋がらなかった


ことから、剛性量から傾向把握・分析を行い、応


答値を減少させた。そのため、本橋特有の傾向を


確認し分析を行った結果、耐震性能を確保した事


例である。 


従来の補強は橋脚単位で耐震性能を評価し，補


強工法を選定することが一般的であった。しかし、


本事例のように、補強することが必ずしも耐震性


能の向上に繋がらない事もあるため、対象橋梁の


特有の傾向から分析し解決する必要がある。今後


の橋梁維持修繕においても本事例での事象を踏ま


え解決するための手法として活用していく所存で


ある。 


最後に，協力頂いた NEXCO 中日本高速道路株


式会社に感謝の意を示す． 
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図－８ 補強前の剛性 


図－９ 補強検討の剛性（case④-2） 


図－１０ 補強前後の剛性（case⑥） 
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１．はじめに 


本稿では、吹付モルタルの劣化が進む狭隘トン


ネルについて、吹付モルタルの劣化実態とその要


因を整理し、現地特性や制約等の課題に対応した


対策工法と施工計画について報告する。 


対象トンネルは、静岡県下田土木事務所が管理


者している国道 135 号の賀茂郡河津町縄地に位置


する小湊第 2 トンネルである。 


 


 


 


 


 


 


 


図-1 位置図 


出典：静岡県 GIS HP 


表-1 トンネル概要 


開削工法 素掘り+吹付モルタル 


開削年 1957 年（昭和 32 年） 


補修履歴 
2002 年（平成 14 年）に 


既設吹付モルタル撤去+モルタル吹付工 


延長 
68.3ｍ(吹付モルタル 61.1ｍ+覆工コンク 


    リート 7.2ｍ) 


幅員 7.7ｍ 


交通量 
8,850 台/日（大型車 1,047 台/日） 


※出典：H27 道路交通センサス 


本トンネルは、令和 3 年度の定期点検結果及び


詳細調査結果において、「下田側坑門や覆工吹付モ


ルタルに材質劣化が見られ、剥離の危険性がある」


ことから、『健全度Ⅲ』と判定されている。 


２．現状と課題等 


2-1.現状 


(1）吹付モルタルの劣化実態と劣化要因 


坑門及び覆工の吹付モルタルは、損傷調査の結


果、材質劣化を伴う「うき・はく離及び漏水が確


認」された。変状は、下田側坑門部だけでなく吹


付モルタル部(延長=61.1m)全体で確認された。 


また、岩盤の凹凸が激しく、吹付厚が設計厚（5cm）


未満である箇所が点在しているのを確認した。 


 


図-2 変状展開図 


 


 


 


 


 


図-3 覆工部 変状状況(左:全景,右:拡大) 


 


 


 


 


 


図-4 下田側坑門部 変状状況(左:全景,右:拡大) 


 


劣化要因は、吹付厚の薄い箇所に漏水が生じた


ことで発生した脆弱部の材質劣化と推定した。 
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(2）トンネル岩盤の性質と健全性の推定 


 1）地質調査 


「産総研地質調査総合センター」の地質図によ


ると、本トンネルが位置する河津町縄地の地質は、


新第三紀鮮新世の白浜層群-下賀茂砂岩層とされ


ている。下賀茂砂岩層は、砂岩、シルト岩、凝灰


岩、火山礫凝灰岩、結晶質凝灰岩等から構成され


ている。 


小湊第 2 トン


ネルの岩盤は、


トンネル周辺の


岩層を近接目視


した結果、火山


礫凝灰岩である


と推測した。 


           図-5 対象付近の岩層 


 2）岩盤の評価 


本トンネルは、平成 14 年度に補修（既設吹付モ


ルタル撤去+吹付工）を実施している。 


当時の施工業者に既設吹付モルタル撤去時の岩


盤状況をヒアリングした結果、下記の内容が確認


できた。 


・覆工背面の岩盤は、安定した状態であった。 


・機械はつりは、岩盤への衝撃が大きく、危険と


判断したため、手ばつりを採用した。 


 


 


 


 


 


図-6 平成 14 年度 手ばつり状況 


(3）トンネル供用路線の交通状況 


本トンネルの位置する国道 135 号は、1 次緊急


輸送路及びバス路線としても使用されている重要


路線である。交通量は、8,850 台/日（大型車 1,047


台/日）である。 


迂回路は、一般車両であればトンネル周辺で確


保できるが、大型車両が通行可能な迂回路だと非


常に大回りになってしまう。 


 


 


 


 


 


 


 


図-7 迂回路図 


出典：静岡県 GIS HP 


(4）トンネル覆工断面 


トンネル覆工断面は、幅員 7m、最大高さ 5.6m 


である。本トンネルの建築限界は、既設覆工面か 


ら 36mm の位置となるため、覆工厚の増加は 36mm


以内に収める必要がある。 


 


 


 


 


 


 


 


図-8 建築限界 


 


2-2.課題 


 前章で整理した変状状況及び現地条件に基づき


対策工法を検討するにあたり、以下の課題が挙げ


られる。 


(1）現地条件を満たした対策工法の選定 


対策工法は、現地状況より、以下の条件を満足


する工法を選定する必要がある。 


1）高い付着力を有する工法 


本覆工は、地質調査結果より、地山から流入す


る雨水の影響を受けることが想定される。また、


トンネル岩盤の凹凸が激しいため、不陸整正を要


する工法は適用が困難である。 


このことから、岩盤の凹凸に対応可能かつ高い


付着力を有する工法を選定する必要がある。 


2）半断面施工が可能な工法 


本来、覆工対策工は、施工性及び安全性の観点
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から全通行止めによる施工が望ましい。しかし、


道路管理者から、通行止め規制を実施した場合、


交通への影響は非常に大きいため、通行止め規制


による施工は困難であることが示された。 


このことから、半断面施工（片側交互通行規制）


が可能な工法を選定する必要がある。 


3）建築限界を侵さない工法 


本トンネルの断面は、狭隘であり、建築限界ま


での離隔が 36mm しかない状況である。 


そのため、建築限界内に収まる対策工法を選定


する必要がある。 


(2）半断面施工における施工計画の検討 


覆工対策工を半断面施工で実施する場合、振動


による吹付モルタルの落下及び粉塵の発生等によ


る供用路線への影響が懸念される。 


そのため、供用路線へ影響を及ぼさない施工計


画を検討する必要がある。 


 


３．対応策 


3-1.対策工法の選定 


(1）対策方針選定：内巻補強工（吹付工） 


対策工法は、現地の状況より、以下の効果を有


する必要がある。 


・岩盤の風化抑制効果を有する工法 


・岩盤の小片剥落対策効果を有する工法 


上記効果を有し、かつ課題に挙げた現地条件を


満たしている工法を「道路トンネル維持管理便覧


【本体工編】」に基づき検討した結果、唯一条件を


満たす「内巻補強工（吹付工）」を採用した。なお、


既設吹付モルタルは、材質劣化が進行しており、


付着力低下の原因になるため撤去する。 


1）対策工法選定：繊維補強モルタル吹付工 


 吹付工は、高い付着力の確保及び建築限界内の


対策とするため、繊維補強モルタル吹付工法を選 


定した。繊維補強モルタルを採用することで、通


常のモルタルよりも高い付着力を確保でき、従来


の吹付厚さ（100mm）よりも薄い厚さ（70mm）で施


工が可能である。既設吹付厚が 50mm であるため、


覆工厚の増加は 20mm に留める設計とした。 


 


 


 


 


 


 


 


図-9 繊維補強モルタル吹付工概要図 


出典：ニューレスプ工法カタログ 


2）補助工法：漏水対策 


補助工法として、地山からの湧水を処理するた


めに点導水（水抜きパイプ）を設置する。また、


点導水設置箇所に合わせて、岩盤の凹凸面に追従


できるシリコン製軟質シートを用いた線導水工を


設置し、漏水を適切に処理する設計とした。 


 


 


 


 


 


 


図-10 線導水 施工イメージ 


出典：ニホン・ドレン株式会社 HP 


 


3-2.施工計画の検討 


(1）検討内容 


覆工対策工は、施工性及び安全性の観点から、


通行止め規制で施工するのが望ましい。しかし、


本検討では、片側交互通行規制で施工するため、


施工性及び安全性を確保するための工夫が必要と


なる。 


(2）施工手順 


施工手順は、全断面の既設モルタルを撤去して


から吹付作業をすると最も効率が良い。しかし、


片側交互通行規制の場合は、既設吹付モルタル撤


去―吹付作業の間に路線を供用することができな


いため、非効率にはなるが「半断面の手ばつり作


業」→「半断面の吹付作業」の手順で行う計画と


した。 







               


様式 2 


(3）供用路線の安全対策 


片側交互通行規制で施工するため、作業中に生


じる可能性のあるリスクを整理し、安全対策を検


討した。 


1）既設モルタルのはく落 


はつり作業時は、以下の内容による供用路線へ


のはく落のリスクが考えられる。 


・覆工頂点部周辺のはつり時、振動により供用路


線側のモルタルが落下するリスク 


・モルタル背面に漏水が確認されているため、少


量の振動で付着力の低下したモルタルが供用路


線側ではく落するリスク 


① 振動によるはく落対策 


振動による既設モルタルのはく落は、覆工頂点


部の供用路線と施工路線の境界部のモルタルを、


コンクリートカッターにより予め切断することと


した。 


 


 


 


 


 


図-11 コンクリートカッター 施工イメージ 


②漏水の影響によるはく落対策 


雨天日は、岩盤と吹付の間に雨水が溜まりやす


いため、少量の振動でも既設吹付モルタルがはく


落しやすい状態である。 


そのため、施工日を雨天日から 2 日以上空けた


日とし、漏水影響の少ないタイミングで施工する


ことで対応する。 


2）粉塵発生 


はつり作業及び吹付作業時には、大量の粉塵が


発生する。走行車両の安全性を確保するための対


策が必要である。 


①粉塵対策 


粉塵は、供用路線と施工路線の境界部に粉塵対


策ネットを仮設することで対策する。粉塵対策ネ


ットの設置は、仮設工を組む必要があり、施工路


線の幅員が 600mm 程度圧迫されるが、施工幅員 3m


は確保できる。 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


４．おわりに 


施工計画は、通行止めにした場合、大型車両の


交通影響が極めて大きく、工事前に周知を完了で


きるか懸念されたため、本業務では、片側交互通


行規制を前提に検討した。仮に、通行止め規制が


可能ならば、施工効率が 1.5 倍以上向上すること


が推定される。そのため、工事前に地元及び公安


と通行止め規制の周知の可否について協議を行い、


規制計画を再度検討することも必要と考える。 


伊豆半島には、本トンネルのような素掘り+吹付


モルタルで構成されたトンネルが複数存在する。


主要幹線道路に位置するトンネルが多いため、今


後、補修対策時に同様の課題を抱える可能性が高


い。本稿が、類似する現場条件における施工計画


検討の一助になれば幸いである。 
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図-12 供用路線の安全対策 


※業務後、高所作業車を


トンネル点検車に変更す


ることで、施工幅員 2.5m


まで縮小でき、供用路線


の幅員を増加できること


を確認。 
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１．はじめに 


1.1 事業概要 


栃山川水系黒石川は、


焼津市大住を起点とし、


市街地を流れ焼津漁港


(小川工区)で木屋川に


合流する延長約 3km の二級河川である(図 1.1)。


流域は人口・資産の集積が顕著で、土地区画整理


事業による土地利用の高度化も進んでいる。 


主な浸水被害※2は、平成 16 年 6 月豪雨で右岸


小川地区 (写真 1.1)、平成 25 年 7 月豪雨で黒石


川と泓の川に挟まれた小川地区にて発生した。 


河川整備計画※1では、浸


水被害の解消または軽減を


目的に、0.0K(焼津漁港小川


工区)より 3.25K(黒石川橋)


の区間を護岸整備と河道掘


削により河積を拡大し、黒


石川の水位上昇を抑える河


川改修を計画している。静岡県島田土木事務所で


は、交付金事業で河川改修を下流より順次進めて


いる(写真 1.2)。 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


1.2 業務概要 


当社では、平成 23 年度より令和 4 年度まで、


0.0K(焼津漁港 小川工区)から 0.8K(下河原橋)で


の河川改修に関わる設計業務を実施した。 


黒石川の護岸詳細設計では、河川整備計画を


基に川幅を広げ河道掘削することで河積を拡大す


るようブロック積と鋼矢板を組み合わせた護岸


構造を設計した(図 1.2)。鋼矢板の形式及び長さ


は、地質調査結果による土質条件、背後地の高


さ・形状、掘削深を設計条件として自立式鋼矢板


の安定計算により決定し、設計条件に応じてハッ


ト形鋼矢板・U 形鋼矢板・鋼管矢板を選定した。 


施工計画では、市街地であり騒音振動対策を必


要とすること、硬質砂礫地盤に応じた鋼矢板の


打込み工法を選定すること、左岸側に学校・工


場・民家・商業施設が連担し、施工ヤードの制


約があることを考慮した施工計画を立案した。 


さらに、仮設計画では、両岸工事の施工手順を


ふまえ、非出水期の施工期間中の流水が安全に


流下することを確認して河川内工事用道路を計


画した。 


本稿では、護岸設計及び施工計画の事例を紹介


するとともに、工事の実際について報告する。 


静測協図書館 令和 5 年度 設計部門 


『市街化区域の硬質砂礫地盤に応じた護岸設計』 


不二総合コンサルタント株式会社 設計部 


山 田 真 弓 


写真 1.2 航空写真(出典：地理院地図に加筆) 


図 1.1 位置図    


写真 1.1 
平成 16 年 6 月黒石川流域 
の浸水状況写真 
(出典：河川整備計画※1) 


図-1.1 位置図 
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図 1.2 黒石川の川づくり標準横断面図(出典：R4 設計成果) 







               


２．課題と対応策 


2.1 経済的な鋼矢板・鋼管矢板の選定 


(1)課題 


矢板護岸は、材料費・施工費とも高額であり、


矢板護岸の安定を確保して経済的な鋼矢板・鋼


管矢板の形式を選定することが課題であった。 


(2)対応策 


1)矢板護岸の安定度を照査 


矢板護岸の形式には自立式・控式があるが、黒


石川は市街地で護岸背面に用地制約を受けること


から自立式構造を採用した。護岸安定計算で


は、現地の地質調査結果に基づく土質条件を反映


して常時・地震時の外力・側圧などから鋼矢板の


変位量・必要根入長・応力度の安全度を照査し


て、安定を確保した。計算の結果、鋼矢板及び左


岸の外力の大きい区間では鋼管矢板を選定した。 


2)経済的な鋼矢板・鋼管矢板の形式を選定 


河川護岸に使用する鋼矢板について紹介する。


U 形鋼矢板(以下「U 形」と略す)は最も普及して


いる鋼矢板で 400mm～600mm の幅があり、本設に


は 600mm 幅が多く用いられている。ハット形鋼


矢板(以下「ハット形」と略す) (静岡県新技


術・新工法 NO.1276)は、有効幅 900mm と大断面


であり、同一施工延長での打込み枚数が少なくて


済むという特長がある。平成 26 年には 45H・50H


のサイズも拡充され(表 2.1)、施工機械の開発・


導入も進んでいる。 


 


黒石川の鋼矢板は、


経済性・施工性を比


較分析のうえ、ハッ


ト形を標準とした。


(表 2.2)。また、ハッ


ト形で断面性能が不


足する場合はＵ形


5L・6L を採用し、さ


らに大きな断面性能


を必要とする場合は


鋼管矢板を採用し


た。左岸の下流より


0.37K 間は、経済性や


背後地への影響を比


較分析のうえ、管径


800mm の鋼管矢板を採


用した (表 2.3)。 


以上より、経済的


な U 形・ハット形・


鋼管矢板を選定した


(表 2.4)。 


 


2.2 市街化区域の硬質砂礫地盤に応じた鋼矢板の 


打込み工法の選定 


(1)課題 


 黒石川の設計区間は、大井川下流域に形成され


た沖積平野に位置し、流路の変化等により土層分


布が変化している。浅層部では、密度・稠度が中


位な砂礫層・砂層・粘性土層が互層分布し、その


下には厚さ 5～7m 程度の密な砂礫層が分布する。


この砂礫層は最大 N 値 90 程度の硬質砂礫地盤で


あり、硬質砂礫地盤に応じた鋼矢板の打込み工


法の選定が課題であった。さらに、市街化区域


で学校・工場・民家などが連担しており、騒音


振動対策した工法の選定も課題であった。 


種


類 


形


式 


有効


幅 mm 


壁幅 1m 当り 


断面積 


 


cm2/m 


断面 2 次 


モーメント


cm4/m 


断面係数 


 


cm3/m 


U 形 


2W 600 131.2 13,000 1,000 


3W 600 173.2 32,400 1,800 


4W 600 225.5 56,700 2,700 


5L 500 267.6 63,000 3,150 


6L 500 306.0 86,000 3,820 


ハ 


ッ 


ト 


形 


10H 900 122.2 10,500  902 


25H 900 160.4 24,400 1,610 


45H 900 207.8 45,000 2,450 


50H 900 236.3 51,100 2,760 


表 2.1 鋼矢板の断面性能一覧表 
(出典：河川構造物設計要領※3より編集) 


表 2.2 右岸鋼矢板比較事例 
(出典：R4 設計成果より編集) 


表 2.3 左岸鋼管矢板の比較表 
(出典：H26 設計成果より編集) 


表 2.4 採用鋼矢板 







               


表 2.5 左岸鋼管矢板の工法比較表(出典：H26 設計成果より編集) 


(2)対応策 


1)鋼矢板の打込み工法の選定 


右岸の鋼矢板の打込み工法の選定では、矢板


形式・環境対策・打込長・最大 N 値(Nmax)を条件


とする。U 形の 5L(6L)は、環境対策で無振動、


打込長 4m≦L≦20m、65(50)＜Nmax≦600 として、


油圧式杭圧入引抜機(硬質地盤専用)による圧入工


法が、国土交通省の標準積算基準書にて標準化さ


れている。硬質地盤専用圧


入工法は、鋼矢板とオーガ


を連動させながら圧入する


ことで、騒音・振動を最小


限に抑える工法である。 


これまでに、U 形は予定


通り施工されている(写真


2.1、2.2)。 


ハット形 25H・45H・50H


についても、同工法でハッ


ト形対応の硬質地盤専用圧


入機(静岡県新技術・新工


法 NO.1323)を選定した。 


2)鋼管矢板の打込み工法の選定 


左岸の鋼管矢板の打込み工法の選定では、下流


より 0. 28K までは両岸とも工場や学校等が近接


していることから、施工ヤードを考慮して工法選


定した(表 2.5)。 


第 1 案・第 2 案のオーガ併用工法に対し、第 3


案は先端ビット付鋼管自体を回転させて圧入す


る工法(静岡県新技術・新工法 NO.1503)で、経済


性と自走施工が可能であることから、本設計では


第 3 案を選定した。この工法により、鋼管矢板打


込み工事は順次進んでいる(写真 2.3)。 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


2.3 施工ヤード制約への対応 


(1)課題 


護岸築造にあたり、左岸側に学校・工場・民


家・商業施設が連担し、左岸側の背後地に施工ヤ


ードを確保するのが難しいなかでの施工計画が課


題であった(図 2.1)。 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


(2)対応策 


ステップ 1：現況河道は、0.06K から 0.24K の区


間で河積が狭く、河積を拡大することで早期の治


水効果が期待できることから、この区間の工事を


最優先する計画とした。左岸鋼管矢板は、0.14K


付近の学校駐車場を借地して自走工法の発進基地


とし、上流まで自走工法(完成杭の天端を作業軌


道として進んでいく工法)にて施工計画した。 


ステップ 2：上述の自走工法を採用している期間


は、笠コンクリート・ブロック積が施工できな


い。さらに、旧河道に接続する 0.26K 付近の揚


水機場の改築には近接した施工ヤードを必要と


する。そこで、右岸護岸を引堤して河積拡大した


後、仮桟橋を架橋して右岸から左岸へ渡り、 


写真 2.1 鋼矢板圧入写真 


写真 2.2 施工時、近くで


カモやサギが休息 


写真 2.3 左岸鋼管矢板施工写真 
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図 2.1 施工制約整理図(出典：地理院地図に加筆) 


 


自走工法 







               


揚水機場の改築及び桟橋付近の鋼管矢板を築造す


る計画とした。左岸下流側の笠コンクリート・ブ


ロック積は並行施工を可能とした(写真 2.4)。 


 


 


 


 


 


写真 2.4 右岸護岸築造後、仮桟橋架橋して左岸を施工 


 


 


 


 


 


写真 2.4 右岸護岸施工後仮桟橋を架橋して左岸揚水機場を改築 


ステップ 3：0.28K から上流についても、右岸護


岸を引堤して河積拡大した後、仮桟橋を架橋し


て右岸から左岸へ渡り、鋼管矢板・鋼矢板を築造


する手順とした。なお、仮桟橋は、揚水機場の改


築時の上部工を買い取って現地に仮置きし、2 回


目以降はこれを流用した。 


左岸の施工ヤード制約へ対応して、上記のステ


ップ 3 を繰り返すことで、上流へ向かって護岸整


備を延伸する施工計画とした。 


2.3 施工期間中の流下能力の確保 


(1)課題 


ステップ 2 から 3 において、右岸護岸を引堤し


て河積拡大後、仮桟橋を架橋して左岸護岸の鋼管


矢板や鋼矢板の打込みを仮桟橋から施工する。 


一方、笠コンクリートやブロック積の施工には


河川内に仮設道路を設置する必要があった。こ


のため、河川内に道路を設置した時の施工期間


中の流下能力の確保が課題であった(図 2.2)。 


図 2.2 左岸仮設計画横断面図(出典：R4 設計成果) 


(2)対応策 


改修前の現況河道は、非出水期の施工時対象流


量(施工月間の過去 5 年の 1 位)に対して流下能力


を満足していた。施工時の河道は、仮設道路の設


置により河積が狭くなる一方で、下流では河川改


修が進み、施工箇所の右岸護岸は引堤により河積


を拡大している(図 2.3)。この河道形状で施工時


対象流量による不等流計算を行い、流下能力を


有することを確認した。 


 


図 2.3 右岸河積拡大効果説明図(出典：R4 設計成果) 


３．おわりに 


黒石川の護岸設計業務は、鋼矢板の経済比較・


安定計算を行って設計を進めてきた。施工計画で


は、過年度の竣工図や年度ごとの工事計画を確認


してから仮桟橋の位置を決め、地質条件を基に仮


桟橋の設計計算を行った。さらに、施工時対象流


量を更新したうえで流下能力確認のための不等流


計算を実施した。   


工事発注までに多くの工程【矢板計算・桟橋設


計計算・仮設計画(不等流計算)・設計図・新工法


や桟橋を含めた積算】を要するところが業務のポ


イントであった。今後の業務についても、発注者


と密に情報共有して工程管理に努めていきたい。 


―以上― 


＜参考文献＞  


※1.栃山川水系河川整備計画(平成 22 年 4 月) 


【静岡県交通基盤部河川砂防局河川企画課】 


(https://www.pref.shizuoka.jp/_res/projects/default_p


roject/_page_/001/029/344/tochiyama_keikaku.pdf) 


※2.小石川・黒石川流域総合的治水対策アクションプラン 


(平成 29 年 12 月) 


【小石川・黒石川流域総合的治水対策推進協議会】 


(https://shimada.doboku.pref.shizuoka.jp/wp/wp-


content/uploads/171228koishikuroishiAP.pdf) 


※3.河川構造物設計要領(平成 28 年 11 月) 


【国土交通省 中部地方整備局 河川部】 


朔望平均満潮位より上方の河積拡大面積が大きく、水位が
下がりやすくなる 
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１．はじめに（概要も含む） 


橋梁点検に新技術の活用を図るため新技術の提


案を行ってきたが費用が高く、実施できる機会は


無かった。しかし、今回狭隘な箇所に対して活用


できる新技術を使用したため、新技術を活用した


業務報告を行うものとする。 


令和 4 年度静岡市内の橋梁点検を 17 橋実施す


ることとなった。通常の場合、橋梁点検車 BT200


（以後 BT200 という）や徒歩梯子、高所作業車な


どを使用して点検を実施するが、今回は 17 橋の


うち５橋が通常の点検方法では点検が困難であっ


た。そのため、現場状況に適した点検方法を新技


術含め検討し、点検を実施した。 


 


２．課題・問題点 


通常の方法で点検が行えない 5 橋について、課


題点と検討した点検方法（表-1）を説明する。 


 


表-1 5 橋の課題点と点検方法の検討 


橋梁名 課題点 検討した点検方法 


1,潮騒橋 歩道幅員が広い 
大型点検車 


ロープアクセス 
2.3,浜川大橋


（上・下） 
中央部点検不可 


4,白髭橋 
幅員が広く、 


桁高 3ｍ以上 


船舶 


フロート 


5.小黒橋 狭隘な空間 
新技術 


ポールカメラ 


1 橋目は国道 150 号の潮騒橋である。この橋は


PC 橋で歩道があり、歩道幅員が下流側 3.56ｍ、上


流側 3.4ｍである。（図-1） 


下流側は歩道内へ BT200 を進入させ点検を行っ


た。上流側は歩道内へ進入させての点検は幅員が


足りないため不可能であり、歩道を跨いでの点検


も不可能であった。そのため、大型点検車やロー


プアクセスなどの点検方法を検討した。 


 


図-1 潮騒橋断面図 


 


2・3 橋目は国道 150 の浜川大橋（上り・下り）


である。この橋は PC 箱桁橋で歩道があり幅員が


下流側 3.0ｍ、上流側 2.5ｍである。（図-2） 


BT200 の歩道への進入は可能ではあるが、BT200


の場合、中央付近の点検が不可能なため、大型点


検車やロープアクセスなどの点検方法を検討した。 


 


図-2 浜川大橋断面図 


 


静測協図書館 令和 5 年度 調査部門 


『新技術等を活用した特殊な橋梁点検』 


 


昭和設計株式会社 設計部 インフラメンテナンス室 


 


亀卦川雄大  渡邉 敦久   海野 敏文 


可能 不可能 
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4橋目は国道150号の白髭橋である。橋長80ｍ、


幅員 80ｍ、桁下高約 3ｍあるプレビーム合成桁の


橋梁である。 


幅員が広く BT200 では桁下の大部分の点検が不


可能であるため、船舶やフロートなどの点検方法


を検討した。 


 


5 橋目は清水草薙線を横断する暗渠の小黒橋で


ある。橋長 2ｍ、幅員 20ｍ、桁下高約 0.5ｍの床


板橋で、上下流共に入口が狭く、橋梁にたどり着


くまで匍匐前進で進んでいかなければならない橋


梁であった。桁下は土砂になっており、直径 10cm


ほどの石が多く見られた。（図-3） 


幅員 20ｍあり桁下空間は狭隘であり照度が低


く、作業環境は劣悪な状況であった。点検方法と


して桁下部を人による近接目視点検で行うことも


可能ではあったが、困難な作業となると考えられ


た。そのため、人が直接入らずとも作業を行える


ような点検方法を新技術を含めて検討した。 


 


 


図-3 小黒橋桁下状況 


 


３．対応策・工夫・改善点と適用結果 


1 橋目の潮騒橋については、上流側の点検を行


うにあたり、大型点検車やロープアクセス等を含


め検討した結果、歩道部を跨ぎ点検が可能な大型


点検車 BT400（以後 BT400 という）を使用して点


検をすることとした。（図-4） 


BT400 は 3.5ｍまでの歩道を跨いで点検が可能


なため、今回点検方法として採用した。これ以上


の歩道幅員をもつ橋梁がある場合は最大 5ｍの歩


道を跨いで点検が可能な大型橋梁点検車バーリン


AB1400X という点検車がある。 


 


 


図-4 潮騒橋点検風景 


 


2・3 橋目の浜川大橋については、大型点検車や


ロープアクセスを含め検討した結果、歩道部を跨


ぎかつ中央部分の点検が可能な BT400 を使用して


点検することとした。（図-5） 


BT400 ならば BT200 に比べて関節が多くアーム


が長いため様々な箇所に近接して点検が可能であ


る。 


 


図-5 浜川大橋点検風景 


 


4 橋目の白髭橋は、水位は 0.5ｍから 2ｍ以上と


場所により異なる。流れは緩やかであり、桁下高


は 3ｍ以上ある橋梁である。幅員が広すぎるため


BT400 ですら満足な点検は行えないため船舶やフ


ロートなどについて検討した。 







               


様式 2 


船舶であると水位が低い場合は、座礁する危険


性があり、小型ボートであると部分的に桁への近


接は困難な場合もある。 


フロートは流れが緩やかな場合、設置が可能で


ある。フロートならば上に足場を設置し、桁への


近接が可能である。そのため今回はフロートの上


に足場を設置し、点検を行った。（図-6） 


フロートの移動方法としては、あらかじめロープ


を張っておき、ロープを手繰って移動する方法と


河床を長い棒で押して進む方法を併用した。 


 


図-6 フロート足場点検風景 


 


5 橋目の小黒橋は、ポールカメラ、3D モデルを


使用する新技術等を含め検討をした結果、新技術


の活用をすることとした。新技術を活用するにあ


たり土砂撤去を行ったところ約 0.5ｍ土砂が堆積


していた。桁下高が 1ｍとなったが、狭隘な空間


ではあるため、新技術の活用をすることとした。 


また土砂撤去をしたことで診断員による点検も


容易になったため、診断員による近接目視による


点検も実施し、新技術との比較を行った。 


使用した新技術は、ジビル調査設計株式会社様


の Multi Camera System というロボットで NETIS


及び点検支援技術性能カタログに掲載されている。    


このロボットは、センシングデバイスである複


数台のカメラ、照明、及びコントロールボックス


から構成される「装置基本ユニット」と現場の状


況に応じた「駆動ユニット」、撮影項目に応じてカ


メラ配置を調整する「フレームユニット」、カメラ


からの映像を確認及び撮影する「PC（タブレット）」


から構成されている。（図-7） 


 


図-7 Multi Camera System 


 


今回キャタピラ式の駆動タイプを使用したが、


フロート式や車輪式など現場に合わせての変更が


可能である。このロボットの主な使用場所は、溝


橋等の狭隘な空間を有する橋梁である。複数台の


カメラで、橋梁を網羅的に撮影し、そのデータを


基に補修設計にも使用可能な 3D モデルを作成す


ることが可能である。 


3D モデル上でひびわれを計測した場合、精度


（性能値）は（表-2）となる。しかし、被写体と


の距離や照度等の条件から誤差値が変動する。 


 


表-2 3D モデルの計測精度（性能値）（㎜） 


 


橋梁を 3D モデル化することで従来の橋梁メン


テンナンスサイクルから並列作業が可能となり、


作業の効率化が図れる。（図-8） 


 


実際のひび割れ幅 3D モデル測定誤差 


0.05 ±0.05 


0.1 ±0.05 


0.2 ±0.05 


0.3 ±0.05 


1.0 ±0.05 


図-8 3D モデルによる点検サイクル 


 







               


様式 2 


今回は診断員による点検を行った後に、ロボッ


トによる撮影（図-9）を行い、3D モデルを作成し


た。 


 
図-9 小黒橋点検風景 


 


診断員による点検と 3D モデルの併用をした点


検となった。（図-10）のように 3D モデルは写真と


遜色ないほど鮮明であるため、3D モデルで十分な


損傷の確認が可能であった。ただし、うきの発見


という点では画像からの判断となるため困難であ


る。 


 


 


 


図-10 3D モデルと写真の比較 


 


 


3D モデルを使用することで、損傷同士の位置関


係が明確になり、今回の場合は、橋面ひびわれと


床板ひびわれの位置が一致（図-11）していること


が確認できた。もちろん通常の方法でも判断はで


きるが、3D モデルを使用することで容易に判断が


可能であった。 


3D モデルを使用することで、現場に出ていない


人とも損傷の評価が可能である。また発注者への


損傷判定の説明については、損傷図等の紙資料よ


りも分かりやすく説明が可能であった。点検で使


用した後に 3D モデルを補修設計に転用すること


も可能である。 


 


図-11  3D モデルによる損傷の位置関係の確認 


 


４．おわりに 


今回通常の点検方法以外での点検を複数行った。


橋梁の多くは橋梁点検車 BT200 と高所作業車、徒


歩・梯子で点検が可能である。しかし、特殊な橋


梁があるため、その都度診断員は、点検方法を検


討しなければならない。今回は周りの地形や橋梁


の構造、経済性などを考慮しながら、橋梁毎に適


した点検方法を選択した。今後も新技術等に注目


しながら橋梁毎に適した点検方法を検討し、点検


を実施していきたい。 


 


 


参考資料 


点検支援技術性能カタログ BR010038-V0123 


「MCS による 3D データを活用した橋梁点検技術」 


3Dモデル 


写真 


床板（桁下面） 
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１．はじめに 


令和 3 年 7 月 3 日（土）に熱海市伊豆山地区で土


石流災害が発生し、多数の住民が犠牲となるなど甚


大な被害がもたらされた。 


当社も発災当日から現地に乗り込み、凄惨な状況


に日々戸惑いながら、現状調査と被害拡大防止の一


端に携わった。 


本論文では、静岡県から業務実施要請の連絡を


受けたのち、ＵＡＶによる崩壊地動画撮影（7/3）から、


ＵＡＶレーザー計測による土石流の流出状況及び流


出土量報告（7/8）までの活動状況を報告する。 


 


図-2 発災当時の逢初川周辺の交通状況 


 


 


図-1 被災状況（7 月 5 日市道伊豆山神社線付近） 


 


２． 出動要請と現地確認（7/3） 


7月 3日正午頃、熱海市内で大規模な土


石流が発生したとのニュース番組に在社職


員一同驚きながら見入っていたところ、静岡


県測量設計業協会と静岡県建設コンサルタ


ンツ協会を通じて静岡県よりＵＡＶによる発


災箇所の情報収集を直ちに実施してもらい


たいとの依頼が入った。 


急ぎスタッフに連絡を取り装備を整えて、


職員 7 名、作業車両 3 台にて出動。途中土


木事務所に立ち寄り、現場への乗り込みル


ートを確認したのち現地に向かった。 


しかし土石流が発生した逢初川に右岸側


から接続する市道伊豆山神社線は、すでに


警察・消防車両等が集中して般若院の手前


までしか進めず、徒歩にて被災河川を目指


したが、膝丈まである緩い泥土で覆われ   


歩いて進めるような状況ではなかった。  


静測協図書館 令和 5 年度 優秀作品 測量部門 


『熱海市伊豆山土石流発災時のＵＡＶを用いた計測および解析作業』 


株式会社 東日 地理空間事業部 


     笹 原 哲 也 


伊豆山神社 


奥之院 


般若院 


相模灘 


N 
↑ 







  


３．崩壊源頭部のＵＡＶ撮影（7/3） 


土木事務所から、土石流の発生源頭部は伊豆山


神社の奥之院付近であるとの連絡が入り、急遽、神


奈川県湯河原町側から県営七尾団地を経由して伊


豆山神社奥之院に 17：00 ぐらいに到着した。 


到着時はまだ降雨もあり、400ｍ近い標高から雲に


覆われ、崩壊部全容と下流部方向の状況は全く見え


ない。ＵＡＶの準備を始めたところ雨が上がり雲が切


れてきたため、時間にすると 20 分程度、源頭部分の


崩壊状況の動画を撮影することができた。 


崩壊土砂斜面の土質状況、崩壊部直下の伏流水


の流出状況、撮影中のさらなる小規模の崩落状況な


ど、高画質の近接撮影による多くの情報収集は、ＵＡ


Ｖによる撮影ならではの結果であった。 


直ちに土木事務所に引き返し、この撮影動画を現


場対応に来ていた当時の難波副知事に提出した。 


    このときの動画は、静岡県よりマスコミ及びＧ空間情


報センターにて一般公開され、ニュース映像でも何度


も使用された。（図-３、４） 


 


図-3、4 崩壊地源頭部の画像 


４．上流部 3 次元レーザー計測（7/5～7/6） 


崩壊源頭部の撮影により、土石流の流出土砂は河


川源頭部付近からと想定されたことから、土木事務所


と協議して、崩壊源頭部から下流側自然渓流部にか


けての崩壊状況と流域全体の堆砂状況を把握するた


め、及び捜索活動への 2 次災害防止対策を講ずるた


めに、ＵＡＶによる 3 次元データの計測作業を実施す


ることとした。 


この時点では、被災の中心である下流住宅地には、


多くのＵＡＶが飛行していることから、安全を考慮して


計測範囲は、市道伊豆山神社線から源頭部の上流


部渓流区間とした。 


この時に撮影したＵＡＶ撮影画像より、市道伊豆山


神社線から源頭部までの中流域にある既設の砂防堰


堤も流出土砂により満杯状態であり、中流域を抜けた


市道伊豆山神社線までの開けた平地部分にも多くの


土砂の堆積が明瞭に確認できた。（図-５、６） 


 


 


         図-5 中流部の堰堤の堆砂状況  


 


図-6 市道伊豆山神社線上流部堆砂状況 







  


７月６日、逢初川上流側 1.2ｋｍ区間 幅約 200ｍ範


囲のＵＡＶ飛行及びレーザー計測を実施した。飛行


にあたっては、現場で遭遇した TEC-FORCE や国土


地理院と時間調整しながら飛行を行った。（図－７） 


 


 ５．逢初川上流部 3 次元点群処理（7/7） 


 撮影当日中に、計測データから処理ソフト（ArcＧＩＳ


Pro、CloudCompare）を使用してオルソ画像及び 3 次


元データを生成・編集して、翌７月７日に熱海土木事


務所及び静岡県交通基盤部に提出。Ｇ空間情報セ


ンターにて一般公開された。（図－８、９） 


 


                  


 


 


図-７  ＵＡＶレーザー計測 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


図－８ 


逢初川上流部


オルソ画像 


図－９ 


３次元点群


データ（源頭


部崩壊状況） 







  


６． 上流部の流出土量計算・解析結果の報告（7/8）  


    令和元年に静岡県が取得した「富士山南東部・伊


豆東部点群データ」と、今回計測したデータとの差


異から処理ソフトにて流出及び堆砂土量を計測し、


崩壊堆砂状況図（図-１０）等を作成した。 


計算・解析の結果、流出土砂のほとんどが源頭部


の盛土造成の崩落部分からであり、住宅街への流出


土量は約 50,000 ㎥と判明した。 


また、解析結果から以下の報告を行った。 


・上流部中間の砂防堰堤は満杯の状態である。 


・自然渓流の区間からの土砂の崩落等は見られず、


流出土砂のほとんどは、源頭部の盛土部分である。 


この計測結果により今回の土石流の発生原因が概


ね特定ができたことは、捜索活動が続いていた現場


で、２次災害の発生防止対策に非常に有効であった。 


 早速、源頭部監視のための見張りや、関連監視施


設及び監視機器が設置され、不測の事態に対応が


できる体制の構築に繋がった。 


 


７． おわりに 


      今回の伊豆山土石流災害では、安全性を確保し


つつも速やかなＵＡＶによる３Ｄデータ計測が実施で


きたこと、及び盛土部分の崩落前の 3 次元データが


有効に活用できたことが、迅速な土砂量の把握と移


動実態の報告に繋がったと考えている。 


また地域コンサルタントとして、地元静岡東部で発


生した甚大な災害に対して幾ばくかの貢献ができたと


考えており、それは連日時間を惜しまず作業に取り組


んだ各担当者の気概と努力によるものと自負してい


る。 


一方、今回の現場では非常に多くのＵＡＶが被災


地上空を飛行しており、決して安全な航行が出来る


状態ではなかった。非常時の飛行手順や相互調整な


どについて関係機関で協議して有効的な統一ルール


を作成することが必要である。 


 


 


 


図－１０ 崩壊堆砂状況図（ヒートマップ） 






